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破産法の練習問題破産法の練習問題

---レベル1・2・3---- - -レベル1・2・3---

関西大学法学部教授　栗田　隆

以下の練習問題には難易度に差のあるものが含まれているので、学習上の参考のために、次の３つのレベル
に分類し、その表示をすることにした。

［L1］の表示がされているレベル１の問題　　おおむね破産法の条文を手がかりにして結論を得るこ
とができる問題である。ただし、規定の趣旨等の説明が求められるので、その点についての基本的知
識は必要である。
［L2］の表示がされているレベル２の問題　　条文の知識だけでは結論を得ることが難しいが、最高
裁判例についての知識があれば解決することができる事例問題、あるいは関係する条文が比較的多い
問題である。
［L3］の表示がされているレベル３の問題　　条文と最高裁判例だけでは結論が明確に出てこない論
点を含む問題である。そのような論点については、学生諸君は、解釈論として許容される範囲で、自
由に自分の見解を述べればよい。ただし、相当の理由を付して結論を明確にすることが求められる。

レベル１と２の問題は、いずれも、条文と最高裁判例に従えば結論がおおむね明確になる問題である。反対
説が存在することにより、判例の射程距離の理解の相違により、あるいはその他の理由により、幾分なりと
も結論が分かれそうな問題については、できるだけaの記号を付加するようにした（例：［L2a］）。
［L2b］は、参考文献を参照して解答することが期待されている問題である。

解答にあたっては、次の点に注意しなさい。

学部の定期試験における解答の分量は、問題によって異なるが、おおむね、4行ないし16行で書かれ
ることを期待している。少数の簡単な問題については、4行未満になってもよい。また、16行以上に
なってもかまわないが、ただ、得点が分量に比例するわけではない。このように解答の分量がバラバ
ラなのは、練習用の問題であること自体に由来すると同時に、この練習問題集の成立の経緯にも由来
する。当初は、60分で10問を解答させるという発想で問題を作った。この時代に作った問題の解答量
は、当然、少ない。その後、採点作業に疲弊し、60分で5題、60分で4題と減少していくとともに、
解答量の大きい問題も含まれるようになった。さらに、その後、自分自身の解釈論を進めていくため
に作った問題も含めた（この種の問題は、すべてL3に分類されており、学部の定期試験に出題される
ことはない）。要求される解答量がさまざまであるというのは、学生諸君にとっては迷惑な話であろ
うが、適当に見極めて欲しい。一般的には、

L2の問題とL3の問題の解答量は、長くなる（通常、10行以上）。
L1の中には、60分で10題の時代の問題が含まれており、これらについて、解答量が4行程度
で完結する問題が多い。しかし、そのような問題の中にも、解答の書きようによっては解答量
が15行程度になる問題もある。
また、L1の問題の中には、60分で10題の時代の問題を複数集めて一つの問題にまとめ、その
中で複数の小問を立てているタイプの問題もある。このタイプの問題の解答量も長くなる。

学部の定期試験において、この練習問題集から問題が出される場合には、参考資料として、条文番号
と見出しのリストが与えられるが、法令集の参照は許されない。主要な条文については、条文番号と
見出しを見れば大体の内容を思い出すことができるように、法令集をよく読んでおくこと。なお、試
験では項番号・号番号まで書かなくてもよい（もちろん、自信があれば書く方がよい）。
レベル１の問題については、根拠条文があるかぎりは、その条文番号を挙げて理由を付しなさい。規
定の根拠も説明しなさい。いくつかの問題にあっては、要件を列挙して、それが充足されているか否
かを検討することが重要である。結論だけの解答は、不可とする。
問題文の記述が精密でないために、結論が異なりうる複数の場合が包含されていることがある。その
場合には、レベル１の問題に関する限りは、最も典型的な場合ついて解答すれば足りる。もっとも、
問題文において場合分けの指示があれば、適宜場合分けをすることが必要である。場合分けの必要が
ないことを明らかにするために、状況設定の記述がなされていることもある。例えば、「Ｘはある大
学のボートクラブであり、部員はキャプテンのＡ（3回生）ほか30名である」という記述における「3
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回生」は、Ａが未成年の場合と成年の場合とに分けて解答する必要をなくすための状況設定である。
このような場合に、解答において、「Ａは、成年であるので訴訟能力の点でも問題ない」といった記
述をする必要はない。
憶測に基づく議論をしないように、事実をまず確認することは、法律家が守るべき基本的な行動規準
である。それと同時に、不完全な情報しか得られない状況下でさまざまな事態を想定して可能な結果
を予想する能力も法律家には必要である。その点からすると、事実関係を比較的詳しく書き、学生諸
君には当該事例に適用されるべき規範を説明する部分とその規範を事実に適用する部分とに分けて書
くことを求めるのも一つの出題手法である。他方で、事実関係を簡略に記述して、学生諸君に場合分
けをすることを求めるのも一つの出題手法である。このように、2つの出題方法があるが、しかし、
最高裁判決のスタイルの主流が規範の定立と事案への適用とに分けて書くようになっている現在で
は、試験の出題スタイルも、前者が主流になってきた。この流れにのって、この問題集に収録されて
いる最近の問題文は、事実関係の記載が詳しくなっている。このタイプの問題については、場合分け
の能力が規範の説明の中で示されることが期待されている。示された事案に適用されるべき規範を説
明する際には、その点も考慮の上、若干広めに規範を説明したうえで、あてはめを行なっていただき
たい。

ヒントについてヒントについて

教師がどのような答案を期待しているかを学生諸君に理解してもらうことは、案外難しい（特にレベ
ル１の問題がそうである）。問題文に細かな指示を書くことは私の趣味にあわないので、これまで
は、学生諸君の質問に答える形で、教室で説明してきた。しかし、問題数が増えて時間の節約の必要
が生じ、また、時代の変化もある。いくつかの問題について、それをヒントの形で示すことにした
（作業途中である）。
ただし、ヒントにも過不足があり、パーフェクトというわけではない。不必要なヒントは無視して、
又ヒントに示されていない論点もあり得ることに注意して、解答していただきたい。特に、問題とこ
れに関係する条文との間の関連性には濃淡があるので、どの条文をヒントに挙げるべきか迷うことが
多い。ヒントには、問題の事例に適用すべきか否かを検討することが好ましいという趣旨で挙げられ
ているものもあり、「検討の結果、問題の事例には適用されない」との帰結が書かれることが期待さ
れているものもある。ヒントに挙げられている条文は参考程度に考え、どの条文を引用すべきかは自
分で判断していただきたい。
ヒントとして判例が挙げられているレベル１と２の問題は、判例の趣旨に沿って解答すれば足りる。
判例と異なる結論を自説とする場合には、判例の立場に言及してから自説を書くこと。
ヒントは、試験では削除される。

なお、学部の定期試験（本試験）においては、次の問題は出題範囲外とする（この出題範囲の制限は、本試
験にのみ適用し、追試験には適用しない）。

[L1][L1a][L2]又は[L2a]の表示のない問題　　従前は、［L3］の表示のある問題のみを除外していた
が、学生諸君の負担を考慮して、2010年秋学期から[L1][L1a][L2]又は[L2a]の表示のある問題のみを
試験範囲に含めることにした。
「・・・について説明しなさい」というタイプの問題（いわゆる1行問題）。
問題番号の後に「＊」が付されている問題。

練習問題の答案は、必ず友人とチームを作って考えなさい。それが、答案の質を高める最も確実な方法であ
る。

注　意注　意

以下の区分は、大まかなものである。他の編あるいは章に関連する規定がある場合もある。
「破産した」は、「破産手続が開始された」の意味で使用する。
「本年」は、「試験が行われている年」の意味ではなく、「ある適当な年」の意味であり、問題文中
に「翌年」等がある場合には、「基準となるある適当な年の翌年」の意味である。

破産手続の開始破産手続の開始

1. ［L1］Ａは、大阪市内に住んでいる元サラリーマンである。神戸市内にある勤務先の会社が倒産して
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収入が激減し、免責許可決定を得るために破産手続開始の申立てをせざるをえなくなった。債権者
は、京都市内に本店のある6社のみである。Ａは、どの裁判所に破産手続開始の申立てをすればよい
か。 

ヒント　簡単でよいから4条に言及しておくこと。5条1項の規定の趣旨を説明すること（この
設例では債権者がすべて京都市内に集中しているを指摘しながら説明するとよい）。6条にも
言及すること。
ヒント　Ａが営業者である場合と非営業者である場合とに分けて解答することを求める趣旨の
問題ではない。サラリーマン（給与所得者）は、雇用契約に基づいて使用者に労務を提供しそ
の報酬を得る者であり、営業者（自ら事業を営む者）とは言えない。問題文では、「元サラ
リーマン」としか書かれていないが、≪勤務先が倒産し、解雇されて、破産手続開始手続の申
立てをせざるを得ない状況にある≫という流れからすれば、解雇されてから破産手続開始申立
てまでの間に営業者になることはないと考えて解答してよい。もし、気になるのであれば、次
のように書いてもよい：「Ａが破産手続開始申立ての時点で事業を営んでいたか（営業者で
あったか）否かは、問題文からは明瞭ではないが、営業者に関する破産事件の管轄規定は、債
務者が営業者であることが証明される場合に適用されるべきものであり、問題文からはその点
が明らかでない以上、同規定は本事例には適用がないと考えられる。そうすると、Ａの破産事
件については、非営業者に関する管轄規定が適用され、管轄裁判所は・・・・である」；ある
いは、「Ａがたとえ営業者であったとしても、営業所が明示されていない以上、営業所を有し
ない営業者と考えざるを得ない。そうすると、Ａの破産事件については、・・・裁判所が管轄
裁判所になる」。

2. ［L1］Ａは、吹田市内に借家住まいしている元サラリーマンである。債務が400万円あったが、元利
金の支払に差し支えのない給与収入があった。しかし、勤務先の会社が倒産し、現在、失業中であ
る。Ａの収入は、雇用保険による失業給付のみとなり、利息の返済もできなくなった。Ａは、免責許
可決定を得るために破産手続開始の申立てをせざるをえなくなった。Ａにはめぼしい財産はなく、そ
の財産のほとんどは差押禁止財産に該当する。裁判所は、破産手続開始の決定をして、破産管財人を
選任するだろうか。

メモ：雇用保険法（昭和49年12月28日法116号）11条「失業等給付を受ける権利は、譲り渡
し、担保に供し、又は差し押えることができない。」。 

3. ［L1］Ｘは、自営業者Ｙの債権者である。経済的に行き詰まったＹが夜逃げをした。家のドアには、
債権者への詫び状の紙が貼り付けられている。Ｘは、Ｙの破産手続の開始を申し立てようと考えてい
る。この場合に、何を破産手続開始原因として主張し、それをどのように証明したらよいか。

破産財団破産財団

1. ［L1］大学教授Ａが破産し、Ｂが破産管財人に選任された。Ａが所有している宅地と住宅は、誰が管
理処分するのか。彼が自宅で講義ノートや論文の作成に使用している彼のパソコンはどうか。

なお、住宅は、30年前に建築されたものであり、パソコンは、5年前に新製品として発売され、発売
直後にＡが10万円で購入したものである。また、Ａは、法学部に勤務していて、他の普通の法学部教
授と同様に、自宅で仕事をすることが多く、また、彼の勤務する大学では、校費で購入した備品を自
宅で使用することを一切禁止しているものとする。

ヒント：　破産法1条・2条12項・14項・34条・78条・79条、民執法131条6号。
ヒント：　この問題に30分の時間をかけることができる場合には、破産制度の目的から書き始
めることを期待している。

2. ［L2］Ａは、妻と子供２人と妻の病弱な母親と同居している。家族5人で、家賃月額10万円の借家
（アパート）で暮しているが、やや手狭である。賃貸借契約は、5年ほど前に期間2年の約定で締結さ
れ、現在は期間の定めのない賃貸借契約となっている。契約書では、賃借人は3カ月の期間を置いて
解約の申し入れをすることができるとされている。Ａは、賃貸借契約を誠実に履行しており、未払賃
料はなく、建物の使用状況も良好である。Ａは、ある会社に勤務していて、本年中に退職すれば退職
金500万円（源泉徴収される公租公課を控除した手取額）を受領することができる。 Ａは、他人の保
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証人になったことがきっかけで、複数の債権者に総計3000万円の債務を負うに至り、自己破産の申立
てをした。

Ａからの申立てに基づき、裁判所は、6月1日に破産手続を開始すべきであるとの判断を固め、破産管
財人を選任すべきか、同時廃止にすべきかを検討しているところである。Ａは、破産手続が開始され
れば、すみやかに、破産に至った事情を会社に説明して退職願いを提出し、退職金の支払を受ける予
定であり、会社も退職を承認するであろう旨を裁判所に述べている。また、Ａには免責不許可事由は
なく、免責が与えられる見込みであり、6月1日の時点でＡが有する財産は、（α）下記の小問2に掲
記されているbからdの財産及び若干の家財道具等の外に、（β）破産手続開始申立ての1週間前に銀
行預金から引き出した現金から家賃（翌月分）や生活費を支出した後の残額111万円（6月1日の時点
での金額）があるだけで、他にめぼしい財産はない。

6月1日中に破産手続開始決定がなされるものとして、次の小問に答えなさい。

［小問１］破産財団の範囲について、一般的に説明しなさい。

［小問２］Ａの下記の財産は、破産財団に含まれるか、あるいは、破産法34条4項により破産財団に
含まれない財産とすることができるか。

a. 家族が使用している布団。
b. Ａの退職金債権。退職金は、就業規則で、退職金の支払請求があった日から2週間を経過した

日に支払うものとされている。
c. Ａが家主に差し入れている敷金60万円の返還請求権（いゆる敷引特約はない）。 　　
d. 妻が病院に母親を送っていくために使用しているＡ所有の軽自動車（新車で購入してすでに7

年間使用していて、走行距離は3万キロ程度である。使用には支障はないが、車体にいろいろ
キズがあることもあって、複数の中古自動車店が3万円以下でないと買い取れないと言ってい
る）。

e. 本年7月15日にＡの父が死亡し、死亡の1年前に作成された遺言状によりＡが相続することに
なる金銭200万円。

［小問３］破産管財人が選任されると仮定した場合に、彼は、上記aからeの財産のうち破産財団に含
まれる財産をどのように換価するのがよいか。破産法34条4項が適用されれば破産財団から除外され
るであろう財産、あるいは破産財団に含まれるか否かに関し見解の対立のある財産についても、ひと
まず破産財団に含まれるものとして答えなさい。

ヒント（小問1に関し）：　34条。
ヒント（小問2に関し）：　布団について破産法34条3項2号、民事執行法131条。退職金債権
について34条2項・3項2号および民執法152条2項。敷金返還請求権について破産法34条2
項・4項。自動車について破産法34条4項。相続財産について、34条1項。
ヒント（小問2に関し）：　b.c,dについては、破産財団に34条1項から3項の規定に従えば破
産財団に含まれるかをまず検討し、含まれるのであれば、34条4項（自由財産拡張制度）ある
いは78条2項12号（権利の放棄）の適用の可否を論ずること。34条4項の適用の可否を論ずる
に際しては、同項中の「破産者の生活の状況」や「破産手続開始の時において破産者が有して
いた前項各号に掲げる財産の種類及び額」あるいは「その他の事情」に注意すること（この設
例では、退職金債権500万円の3/4である375万円及び現金111万円のうちで破産法34条3項1
号相当額が自由財産になることに注意すること。なお、eの相続財産（200万円の金銭）は、
考慮する必要はない。4項の決定は、破産手続開始決定確定後1月を経過する日までなされる
べきものであるが、設例では、相続開始の時期が破産手続開始（6月1日）から1月と1週間
（即時抗告期間）より後であり、前記要件が満たされることは通常はないと考えられるからで
ある）。
ヒント（小問2に関し）： 自由財産拡張制度の運用は、各地の裁判所で異なる。正解となる結
論は、存在しない。答案の結論が適切に理由付けられているか否かで採点するので、それを前
提にして解答すること。
ヒント（小問3に関し）：　78条2項7号・8号・3項。
ヒント（小問3に関し）：　敷金返還請求権の換価の方法としては、2つの方法が考えられ
る。（α）一般的な方法は、破産管財人が賃貸借契約を終了させ、破産者が建物を明け渡した
後で、破産管財人が賃貸人に敷金の返還を請求する方法である。破産管財人が賃貸借契約を終
了させる方法として、次のことが考えられる：53条1項による解除（この方法による場合に
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は、相手方に損害賠償請求権が発生し、敷金の一部を賠償金に充当すること、ないし、賠償請
求権と敷金返還請求権との相殺が問題になる。何を損害と見るかも重要であろう）；賃貸人と
の合意解除（合意により、損害賠償請求権の発生は回避することができるであろう）；契約で
定められた解約権の行使（この場合には、相手方に損害賠償請求権が発生することはないが、
契約の終了までの賃料は財団債権になること。なお、契約条項を法律の規定と合致させておい
たが、借地借家法26条1項ただし書、民法617条1項2号も参照しておくこと）。いずれの方法
が破産財団にとって有利かを簡単に説明する（賃貸借契約の終了までの賃料は、財団債権にな
るが、破産者が建物の居住により利益を得ている以上、破産管財人はその利得の返還請求（民
法703条）をすることができるとすべきであろう）。Ａが任意に明け渡さない場合には、破産
法156条1項の規定により破産管財人が破産者から引渡しを受けてから賃貸人に引き渡すこと
になる（その解釈論的説明（破産管財人が賃貸借契約を解除した後の「破産財団に属する財
産」を何と見るかの説明）は書かなくてもよい）。（β）もう一つの方法は、敷金返還請求権
を破産者に買い取らせる方法である。この場合には、賃貸人の同意を得て、賃貸借契約を破産
財団から切離すこと（賃借権を破産者のために放棄すること）も同時になされるべきである。
破産者が買取りを拒絶すれば、破産管財人は、（α）の方法をとることになる。ただし、 学
部の学生諸君は、「例えば次のような方法が考えられる」との書出しを付して、いずれか１つ
の方法を説明すれば足りる（（α）の方法について説明する場合には、概括的でよく、破産者
の立退きについては、「破産者に立ち退いてもらってから、破産管財人は賃貸人に敷金の返還
を請求することになる」と書けば足りる）。この論点に時間を使いすぎないように注意するこ
と。
ヒント（小問3に関し）：　退職金債権の換価の方法について、47条1項・78条1項（破産財
団に属する財産の管理・処分行為として、破産管財人がＡの勤務先の会社に対して、弁済を請
求し、弁済金を受領すること）。さらに、80条（勤務先の会社が任意に弁済しない場合には、
自ら原告となって破産財団に属する部分に関し、退職金支払請求の訴えを提起すること）。退
職金債権については、その全額が破産財団に含まれないとする見解もある。小問に2において
その立場を採った場合でも、差押禁止部分以外は破産財団に含まれるとの立場に立って換価の
方法を論ずること。なお、次の事項には言及しなくてよい；破産法50条（問題文で、適用がな
い設定になっている）；労働基準法24条1項本文（賃金の直接全額払の原則）の例外になるこ
と。
ヒント（小問3に関し）：　自動車の換価は、任意売却の方法によるのが通常である（78条2
項7号・3項）。破産管財人は、第一次的に誰と売却交渉するのが適切かを書くこと。 破産者
には、退職金500万円の3/4、すなわち375万円があること、相続により取得した金銭200万円
があり、破産者も自動車を買い受ける資力があることに留意すること（相続により取得した金
銭の問題の次に自動車の問題を書いたのは、この点を留意してもらうためである）。

メモ：　学期末試験では、次の条文の見出しが「参考資料」の中に含まれる。
破産法第34条（破産財団の範囲）　1項（固定主義）　2項（将来の請求権）　3項
（差押禁止財産等の除外）　1号（金銭）　2号（金銭以外の差押禁止財産）　4項
（除外財産の拡張の裁判）　5項から7項（4項の裁判に関し、意見聴取、抗告、送
達）
破産法第47条（開始後の法律行為の効力）・第53条（双務契約）
破産法第78条（破産管財人の権限）　1項（財団財産の管理処分権）　2項（許可必要
行為）　3項（例外）　4項（労働組合等の意見聴取）　5項（違反行為の効力）　6項
（破産者の意見聴取）
破産法第80条（当事者適格）・第148条（財団債権となる請求権）・第156条（破産財
団に属する財産の引渡し）
民事執行法第131条（差押禁止動産） ・第152条（差押禁止債権）
民事執行法施行令第1条（差押えが禁止される金銭の額）・第2条（差押えが禁止され
る継続的給付に係る債権等の額）
民法第617条（期間の定めのない賃貸借の解約の申入れ） ・第619条（賃貸借の更新
の推定等）

メモ（小問3に関連して）：以前は、破産手続が開始されて破産管財人が換価することを想定
しての問題であったが、答案の中には、破産管財人を選任することなく同時廃止にするのが適
当な事例である旨を述べるものもあったので、問題文のように状況設定を変更した
メモ（敷金返還請求権・賃借権について）：　以前は、敷金の外に、「Ａの借家契約に基づく
賃借人としての地位（借家権）」についても質問していたが、学部の試験では採点が難しくな
るので、省略することにした。
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メモ（退職金債権について）：　以前は、小問1を明示的に立てることなく、小問2の解答の
一部として、破産財団の範囲について一般的な説明が書かれることを期待していた。それとの
関係で、「Ａの退職金債権は、破産財団に属するか」という質問は避け、「Ａの退職金債権」
に代えて、「Ａが受けるべき退職金」の趣旨で「Ａの退職金」としていた。しかし、これでは
質問の趣旨がうまく伝わらないようである（「Ａがあなたに助言を求めた」という設定にして
おけば、質問の趣旨はもう少しよく伝わったかもしれない）。例えば、小問（3）の問に対し
て、「退職金は金銭であるので、換価の必要はない」との解答が書かれることもある。採点を
容易にするために、「Ａの退職金債権」の処遇を問うことにした。退職金の支給時期など書く
必要もないように思えるが、明示しておかないと「退職金は、破産手続開始の日の翌日に支給
された」ことを前提にする解答も登場し、採点に悩むことになる（なお、労基法23条1項参
照）。 地方税は、かつては退職金支給の翌年に課税されていたが、その後、退職金の中から
特別徴収の方法で徴収することになった（退職金支給者が源泉徴収して納付する。地方税法50
条の2以下）。したがって、支給される退職金の一部が破産管財人によって取り立てられた場
合には、破産財団はそれに応じて地方税を分担すべきかの論点が生ずる余地はない（以前は、
この点を誤解していて、そのような論点も生じ得るとしていたが、訂正する（2018年8月12
日））。
メモ（軽自動車について）：　2010年の学期末試験では、問題文の中で、軽自動車は「製造
後7年を経過している」と記したが、「軽自動車の法定耐用年数は4年であるところ、製造後7
年経過しており（4年以上使用していることは確定できないが）、残存価値は相当低く、売却
しても・・万円に満たない可能性が高いから」と述べる答案があった。 指摘を尊重して、
「新車で購入してすでに7年間使用している」に改めた（「初度登録から7年を経過してい
る」でもよいが、「初度登録」の意味を学生が理解しているとは限らないので、この表現は避
けた）。 また、「製造後7年を経過している」といった事情のみでは出題意図（使用価値はあ
るが、交換価値の低い財産の換価をどうするか）が読みとってもらえない可能性があるので、
中古車買取業者が提示する価格を具体的に記すことにした。日常生活における軽自動車の必要
性は、地域により異なる。公共交通機関の有無や病院までの距離といった地域的特性や妻の母
の病状を問題文に記すことも考えられるが、学生諸君の自由な想像力による状況設定に任せて
よいであろう。 理由付けの中で適当な状況設定がなされることを期待している。
メモ（軽自動車について）：　2018年の学期末試験の答案の中に、次の解答があった：「東
京地方裁判所の換価基準によると、処分見込額が20万円以下の自動車については自由財産とな
るとされている」。野村剛司＝石川貴康＝新宅正人『破産管財マニュアル（第2版）』（青林
書院、2013年）284頁によれば、確かにそうなっており、理由付けが単純すぎるという不満は
あるが、この答案でも合格である。ただ、東京地裁の換価基準によれば、99万円までの現金の
外に、金額が20万円以下の預貯金、生命保険解約返戻金、自動車（処分価格による）があれ
ば、その全部が換価対象外とされ、自由財産に組み入れられるので、もし仮にそのような財産
があれば、破産者には、159万円分の財産が留保されることになり、この基準通りの判断が34
条4項に規定されている考慮事項を考慮した判断と言えるか、疑問が残る。また、同基準の末
尾には「この基準によることが不相当と考えられる事案は、破産管財人の意見を聴いた上、こ
の基準と異なった取扱いをするものとする」の一文があり、基準としての明確性が損なわれて
いる。したがって、出題者はこの基準に疑問を感じている。しかし、そのことを理由に前記解
答の得点を下げるのは適切ではなかろう。
メモ：　相続した200万円の問題は、固定主義の理解の確認のために追加した。小問（1）を
立てない場合には、固定主義に言及させるための誘導となる。
メモ：　小問（2）（3）の質問文をどのようにするのがよいか迷う。ヒントが多くなりすぎ
る憾みはあるが、採点を容易にするために上記のようにした。ただし、以下のような質問文も
候補となりうるであろう（以前は、下記aであった）。

a. （１）Ａの下記の財産は、破産財団に含まれるか。（２）破産管財人は、下記の財産
のうち破産財団に含まれる財産をどのように換価するのがよいか。

b. 破産管財人は、下記の財産を換価して配当財団（配当にあてるべき金銭）に組み入れ
ることができるか。

メモ：　軽自動車や敷金返還請求権が34条3項1号の拡張解釈により破産財団に属しないとの
解釈論が展開されることを防ぎ、もっぱら34条4項の問題として議論されるようにするため
に、破産手続開始時にＡが現金111万円を有しているとの状況設定にした。この状況設定をな
しにするのも一興ではあるが、採点に迷いが生ずることになろう。 現金111万円の処遇を問う
ことも考えられるが、この問題では、小問が多くなりすぎるのを避けた。「家族の人数分の布
団」の処遇を問うたのは、答案を書きやすくし、点を与えやすくするためである。
メモ：　小問（3）を学期末試験に含めるか否かは、授業の進捗状況に依存する。含めないこ
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ともありうる。
配点例：　破産法34条の条文全体が参考資料として学生に提供されることを前提にして、50
点満点で、小問1に10点、小問2に30点、小問3に10点。小問3に対する配点が低いのは、期
待した内容の解答が少ないからである。財産b,c,dについて、一通りの説明が書かれていれば
足りる。

3. ［L2・類題］Ａは、妻と子供２人と妻の病弱な母親と同居している。家族5人で、家賃月額10万円の
借家（アパート）で暮しているが、やや手狭である。賃貸借契約は、5年ほど前に期間2年の約定で締
結され、現在は期間の定めのない賃貸借契約となっている。契約書では、賃借人は3カ月の期間を置
いて解約の申し入れをすることができるとされている。Ａは、賃貸借契約を誠実に履行しており、未
払賃料はなく、建物の使用状況も良好である。Ａは、ある会社に勤務していて、本年中に退職すれば
退職金500万円（源泉徴収される公租公課を控除した手取額）を受領することができる。Ａは、他人
の保証人になったことがきっかけで、複数の債権者に総計3000万円の債務を負うに至り、自己破産の
申立てをした。 Ａは、本年6月1日に破産手続開始決定を受けた。翌日、Ａは、破産に至った事情を
会社に説明して退職願いを提出し、退職金の支払を請求した。会社も退職を承認した。次の小問に答
えなさい。

小問（1）破産財団の範囲について、一般的に説明しなさい。

小問（2）Ａの下記の財産は、破産財団に含まれるか、あるいは、破産法34条4項によ
り破産財団に含まれない財産とすることができるか。

a. 家族が使用している布団。
b. Ａの退職金債権。退職金は、就業規則で、退職金の支払請求があった日から2

週間を経過した日に支払うものとされている。
c. Ａが家主に差し入れている敷金60万円の返還請求権（いゆる敷引特約はな

い）。 　　
d. 本年6月5日にＡの父が死亡し、死亡の1年前に作成された遺言状によりＡが相

続することになった金銭200万円。
e. 妻が病院に母親を送っていくために使用しているＡ所有の軽自動車（新車で購

入してすでに7年間使用していて、走行距離は3万キロ程度である。使用には支
障はないが、車体にいろいろキズがあることもあって、複数の中古自動車店が
3万円以下でないと買い取れないと言っている）。

f. 破産手続開始申立ての1週間前に銀行預金から引き出した現金から家賃（翌月
分）や生活費を支出した後の残額111万円（6月1日の時点での金額）

なお、Ａには免責不許可事由はなく、免責が与えられる見込みである。また、6月1日の時点でＡが有
するめぼしい財産は、上記のほかに、若干の家財道具があるのみである。 

ヒント：　問題2のヒントを参照。
メ　モ：　問題2の小問3を削除し、小問2にfを追加した問題である。

係属中の訴訟等係属中の訴訟等

注意　　次の点に留意して答案を書くこと。特にレポートを提出する場合には、教師の添削の負担が重くな
らないように注意して書くこと。

中断・受継の対象となるのは、「訴訟手続」であり、「訴訟」ではない。「訴訟の承継」と「訴訟手
続の受継」とを区別すること。
「破産管財人が認めず、又は届出をした破産債権者が異議を述べた破産債権」は、「異議等のある破
産債権」と短縮することができる（125条1項）。この内で、「破産管財人が認めず」を「破産管財
人が否認し」と言い換えることは、適当ではない。理由：

書面による債権調査において、破産管財人が認否書に認否を記載しない事項について、それ
を認めたものとみなす規定（117条4項・5項・119条4項後段）が置かれていて、その適用範
囲は広いが、それでも、債権届出期間経過後に届出のあった債権が一般調査期日において調
査される場合に、破産管財人がまったく認否を明らかにしない債権については、このみなし
規定の適用はなく（117条5項参照）、したがって「認めず」に該当することになる。
期日における調査については、このみなし規定に相当する規定は置かれておらず、かつ、破
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産管財人が認否を保留することも許されるとされている。認否保留の場合を含めて、認否の
ない場合には、「認めず」に該当することになる。

係属中の訴訟手続が127条1項の規定により受継される場合に、この訴訟は「破産債権確定訴訟とし
て続行される」というのは正しいが、「査定異議訴訟として続行される」というのは適切でない。な
ぜなら、査定異議の訴えは形成訴訟であり（主文例：「査定の裁判を・・・に変更する」）、他方、
債権確定訴訟は確認訴訟である（主文例：「原告が・・・の破産債権を有することを確定する」）。
両者は区別されるべきであり、かつ、係属中の訴訟がある場合には、破産債権査定手続は行われない
ので（125条1項ただし書）、査定異議の訴えの余地もないからである。なお、受継後の訴訟が「異
議訴訟として続行される」と説明している教科書もあるが（［伊藤*破産v4.1］296頁）、この説明
は採用できない。

1. ［L1］Ｘ所有地上にＹが無権原で建物を建て、土地を不法占拠した。ＸがＹに対して建物収去・土地
明渡請求および損害賠償請求の訴えを提起した。その訴訟の途中でＹについて破産手続が開始され
た。訴訟はどうなるか。

ヒント：「破産債権」の問題1のヒントを参照。

2. ［L3］ある年のことである。ＸがＹに対する1億円の金銭債権（α債権）について、支払請求の訴え
を提起した。第一審で請求認容判決がだされ、Ｙが直ちに控訴を提起した。この判決には仮執行宣言
が付されていて、Ｘは、6月24日に弁済期が到来するＹのＺに対する8000万円の債権（β債権）につ
いて、差押命令の申立てをした。差押命令が6月12日にＺに送達された。Ｚは、供託することなく様
子を見ることにした。6月15日にはＹに差押命令が送達され、1週間の執行抗告期間を徒過して確定し
た。Ｚは、6月24日に、Ｘから8000万円の支払請求を受けた（民執法155条1項参照）。

一方、Ｙは、6月9日に自己破産の申立てをし、6月23日に破産手続開始決定が下された。訴訟事件
は、まだ控訴審に係属中である。

　［小問1］　　Ｘは、6月24日の時点で、Ｚからβ債権を取り立てる権限を有するか。 Ｚが6月24
日にＸに弁済すると、その弁済の効力はどうなるか。なお、Ｚは、 Ｙについて破産手続開始申立ての
あったことは知っていたが、開始決定のあったこ とは知らないものとする。必要であれば、適宜場合
分けをして解答しなさ い。

　［小問2］　　Ｚが6月24日にＹの破産手続開始申立ても破産手続開始決定も知らずにＸに弁済した
場合に、Ｙの破産管財人は、ＸおよびＺに対して、どのように行動したらよいか。

　［小問3］　　控訴審に係属中のＸのＹに対する訴訟は、破産手続開始後にどうなるか。（１）Ｚ
がＸに弁済していない場合と、（２）ＺがＸから支払請求を受けた日に弁済した場合とについて検討
しなさい。

なお、いずれの小問についても、否認権の問題には立ち入らなくてよい。

ヒント（小問1）：　78条。42条、民法478条。破産法47条・50条に言及すること（その他
にも関係する条文があると思えば、それにも言及すること）。民法478条との関係でＺがＹの
破産手続の開始を知らなかったことについて過失があるか否かが問題となりる。この点につい
ては、問題文で与えられた情報が少ないことも考慮して、自分の評価を一応書きつつ、念のた
めに、反対の評価かなされる場合についても言及する方がよい。
ヒント（小問2）：　Ｚに関しては50条1項（慎重な人は、42条及び民法478条にも言及して
おく方がよいだろう）。Ｘに関しては78条・48条。
ヒント（小問3）：　（1）の場合について42条・44条。（2）の場合について、 最高裁判所
平成１３年１２月１３日 第１小法廷 決定（平成１３年（許）第２１号）を参考に論ずるのが
よいであろう。

メモ：　小問1は、当初「Ｚが破産手続開始決定を知っている場合に、Ｚはどう対応すべき
か」であった。これに対して学生から質問があり、検討の結果、当初の問題文のままでは、
（１）42条によりＸは取立権限を失い、ＺはＹの破産を知っているからＸに取立権限がないこ
とを知っていると考えるべきであるから、Ｚの弁済は無効になるとする解答と、（2）50条の
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（類推）適用の要件を充足しないから、47条（必要であれば48条）の類推適用により弁済は
破産手続の関係で無効であるとする解答とが予想され、答案で言及される条文をできるだけ揃
える方がよいと考え、上記のように改めてみた。これに付随して、小問2については、場合分
けの必要性が生ずるのを防ぐために、状況設定を変更した（当初は「Ｚが破産手続開始決定を
知らずにＸに弁済した場合に」であったが、「ＺがＹの破産手続開始申立ても破産手続開始決
定も知らずにＸに弁済した場合に」とした）。
メモ：　出題の美学からすると、最初の小問は、結論が分かれることのない問題の方がよい。
ところが、本小問1については、50条の類推適用を肯定すべきか否かの点で解答が分かれる可
能性がある。理由付けが的確になされている限り、いずれの結論でもよいとすべきであろう
（論文を書く場合には結論をできるだけ一つに絞り込み、他の結論あるいは法律構成は不当で
あると断ずることになるが、試験の出題・採点の場合には、解釈論として許容される限り、自
己が正当と考える解決以外の解決も広く受け入れるべきであり、ここでは、論ずべき事項の特
定と、議論の内容の許容範囲の設定が重要になる。その点で、論文の執筆の場合と問題作成の
場合とで、思考方法に差異があることを自戒しておこう）。
メモ：　実際の試験では、小問1をはずして、小問2と小問3だけにする方がよいかもしれな
い。

3. ［L2］ある年のことである。ＸがＹに対する1億円の金銭債権（α債権）について、支払請求の訴え
を提起した。第一審で請求認容判決がだされ、Ｙが直ちに控訴を提起した。この判決には仮執行宣言
が付されていて、Ｘは、6月24日に弁済期が到来するＹのＺに対する8000万円の債権（β債権）につ
いて、差押命令の申立てをした。差押命令が6月12日にＺに送達された。Ｚは、供託することなく様
子を見ることにした。6月15日にはＹに差押命令が送達され、1週間の執行抗告期間を徒過して確定し
た。Ｚは、6月24日に、Ｘから8000万円の支払請求を受け（民執法155条1項参照）、その日に全額
支払った。一方、Ｙは、同年9月23日に自己破産の申立てをし、9月27日に破産手続開始決定が下さ
れた。訴訟事件は、まだ控訴審に係属中である。

控訴審に係属中のＸのＹに対する訴訟は、破産手続開始後にどうなるか。 否認権の行使には言及しな
くてもよい。

ヒント：　42条・44条・100条・124条・129条。最高裁判所 平成１３年１２月１３日 第１
小法廷 決定（平成１３年（許）第２１号）を参考に論ずるのがよいであろう。
メモ：　学部以外の試験では、「否認権の行使には言及しなくてもよい。」の部分を削除する
こともある。

4. ［L3］Ａは、Ｂから1億円の土地を買い受ける契約を締結し、引渡しを受けたが、所有権移転登記を
受けていない。代金の支払の有無については、Ａは全額支払ったと主張し、Ｂはこれを否定してい
る。 この紛争に関し、次のような経過をたどった訴訟事件がある。

1. Ｃは、Ａに対する1億円の債権（以下「α債権」という。）について執行証書を有している。
これに基づく強制執行の準備として、Ｃは、Ｄ弁護士を訴訟代理人に選任し、Ａに代位して、
Ｂに対して当該土地の処分を禁止する仮処分命令を申請し、仮処分の執行を経た後に、当該土
地についてＢからＡへの所有権移転登記手続を命ずる判決を求める訴えを提起した。これに対
して、Ｂは、第１次的にはＣの当事者適格を争って訴え却下判決を求め、第２次的には、代金
が支払われていないことを理由に売買契約を解除していると反論して請求棄却判決を求めた。

2. その訴訟の第一審係属中に、ＡがＣに対する2億円の反対債権を主張し、これとα債権とを対
当額で相殺する旨の内容証明郵便を送付するとともに、Ｅ弁護士を訴訟代理人に選任して、こ
の訴訟に独立当事者参加し、Ｃに対して債務不存在確認請求の訴えを、Ｂに対して所有権移転
登記請求の訴えを提起した。Ａは、その土地について処分禁止の仮処分をしなかった。

3. 第一審裁判所は、Ａ主張のＣに対する2億円の反対債権の発生を否定し、Ｃ主張のＡに対する
債権を認めて、ＡのＣに対する債務不存在確認請求を棄却し、ＡのＢに対する訴えを却下し、
ＣのＢに対する請求を認容する判決を言い渡した。

4. その翌日に、Ａについて破産手続が開始され、Ｆ弁護士が破産管財人に選任された。Ｆは、調
査の結果、次のように判断した：ＣのＡに対する破産債権は、Ａが前記のように相殺したこと
により消滅している；ＡはＢに代金を支払っており、この点については、十分な証拠がある；
しかし、その土地は、第一審の口頭弁論終結の日の翌日にＢからＧに売却され、所有権移転登
記が経由されている。

次の小問に答えなさい。
　　（１）この訴訟の今後の展開は、どのようになると予想されるか。
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　　（２）破産管財人は、本件土地を破産財団に属す財産として換価することができるであろうか。 

ヒント１：　ＡのＣに対する債務不存在確認請求について、44条1項・100条・124条・129
条。ＡのＢに対する請求について44条1項・2項、ＣのＢに対する請求について・45条1項・2
項。
ヒント２：　破産法42条2項、民事保全法58条。結論と理由付けとの間に整合性がある限り、
自由に書いてよい。 

5. ［L3］下記の各訴訟の係属中に、当事者であるＹについて破産手続が開始された。各訴訟はどうなる
か。

（１）ＸとＹとがある土地をめぐって争っている。Ｘの主張によれば、その土地はＸ所有地であり、
Ｙがその土地上に無権原で建物を建て、土地を不法占拠しているとのことである。ＸがＹに対して建
物収去・土地明渡請求および明渡しまでの損害賠償請求の訴えを提起し、その訴訟が第一審に係属中
である。

（２）Ｙが、勤務先のＡ会社を退職して退職金1000万円の支払請求の訴えを提起し、その訴訟が第一
審に係属中である。

（３）ＢがＹに対して300万円の損害賠償の訴えを提起し、第一審において仮執行宣言付勝訴判決を
得た。Ｙが控訴を提起した。Ｙの破産手続の開始前に、Ｂが仮執行により300万円及び遅延損害金を
取り立てたが、訴訟はまだ控訴審に係属中である。 

ヒント：　44条・62条・100条・111条・127条等。（１）について、最判昭和59.5.17判例
時報1119-72。（２）について、34条3項・民執法152条2項。（３）は、最高裁判所 平成１
３年１２月１３日 第１小法廷 決定（平成１３年（許）第２１号）、最高裁判所 平成１４年４
月２６日 第２小法廷 決定（平成１４年（許）第１号）を前提にして、自分で推論すること。
理由付けが適切になされていれば、どのような結論でもよい。
ヒント（（２）について）：　この事例ては、退職金債権はすでに発生している債権である。
「退職金債権は、34条2項により破産財団に属する」といった記述は不適切である。

6. ［L1］Ａは、ある年の3月下旬に納期限が到来した1000万円の国税を滞納している納税者である。そ
の翌年4月3日に、Ａが内密にしていたＡ名義の土地が発見され、滞納処分としての差押えがなされ
た。同年4月10日にＡが自己破産の申立てをして、4月24日に破産手続が開始された。利息や延滞税
及び各種の手続費用は無視しうるものとして、下記の1組の条件の下で、徴税職員は、税金をどれだ
け回収することができるか。 
（α）差押えに係る租税債権は1000万円であり、破産手続開始前に滞納されている公租公課はこれの
みであり、この租税債権のほかに、財団債権が300万（うち200万円は148条1項1号・2号に該当す
る）、確定した破産債権（全て普通破産債権）が総額で3000万円ある（これ以外に届け出られた破産
債権はない）。

（β）滞納処分により差し押さえられた土地には担保権等の負担はなく、400万円で売却でき（誰が
売却してもこの価額になるものとする）、破産財団に属するその他の財産を換価すると、500万円の
金銭が得られる。

ヒント：43条2項・100条2項・148条1項・98条
メモ：数字が大雑把であるが、ご容赦願いたい。

法律行為に関する破産の効力法律行為に関する破産の効力

1. ［L1］Ｙ（個人）を破産者とする破産手続開始決定書に、決定の年月日時として、ある年の5月10日
午前11時が記載されている。破産手続開始の公告（32条1項）は、同月24日付けの官報に掲載された
（同日中にWebでも閲覧可能になった）。また、公告事項は、同月14日に破産者に通知された（32
条3項）。同月10日午前0時の時点において、ＡはＹに対して1000万円の債権を有しており、ＢはＹ
に対して50万円の債務を負っている。
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必要に応じて場合分けをしながら、次の各小問に答えなさい。
　（1） 同月10日にＹがＡに1000万円を弁済した。この弁済は有効か（否認の問題は考慮しなくて
もよい）。
　（2） 同月10日にＢがＹに現金を交付する方法で50万円を弁済した。この弁済は有効か。

ヒント（小問1について）　2条14項・30条2項・34条・47条・78条1項 。
ヒント（小問2について）　2条14項・30条2項・34条・47条・50条・78条1項
ヒント：47条2項の「推定する」の意味についても説明すること（「みなす」と混同しないこ
と）。
メモ：小問1だけであると、Ａを破産者の債務者と勘違いして解答する答案がある。小問2を
加えることにより、こうした勘違いは格段に減少すると思われる。

2. ［L2］宝飾品等の販売業を営むＸ（個人）はある年の3月1日に、その店頭で、Ｙと、店頭に展示され
ているものと同品質の高級腕時計（Ｘ所有の在庫品5個のうちの一つ）を200万円で販売する契約を締
結した。履行期は3月22日の午前、履行場所はＸの店頭とされ、Ｙは解約手付金20万円を支払った。
Ｙは、3月22日の午前にＸの店頭に行き、売買代金から手付金を差し引いた残額180万円を支払っ
て、商品を受領して帰宅した。 
ＺもＹと同じ日時に店頭に展示されているルビーの指輪についてＸと同様の売買契約を締結したが、
Ｚは、そのルビーの指輪に「Ｚ様売約済」の表示をしてもらった上で、Ｙと同じ日時に代金を支払っ
て、商品を受領して帰宅した。 
　 ところが、3月12日にＸの債権者ＢがＸの破産手続開始を申し立て、3月22日午前11時に破産手続
開始決定がなされた。Ｘは、Ｙ及びＺから受領した各180万円を破産管財人に引き渡すことなく費消
した。

この場合について、下記の問に答えなさい。なお、否認権の問題は考慮しなくてもよい。
1. 破産管財人が上記の腕時計及び指輪を各々250万円で他者に売却することを考えている場合

に、Ｙ及びＺは腕時計及び指輪の所有権取得を破産管財人に主張することができるか。
2. 破産管財人がＸＺ間で合意された価格200万円は適正であるが、その代金（手付金を控除した

残額180万円）は破産管財人に支払われるべきであると主張している場合に、ＺはＸにした
180万円の弁済の効力を破産手続との関係で主張することができるか。

ヒント：民法176条・178条・183条、破産法47条（1項のみならず2項にも注意）・50条・
51条
メモ：宝石の売買の実務に疎いので、実際から離れた問題になっているかも知れないがご容赦
いただきたい。

メモ：従来は下記のような問題であったが、これでは47条の単純な適用問題になり、レベル3
の問題にならないのではないかとの指摘を学生から受けた。作ったときは、いろいろ論点を思
い浮かべていたのであろうが、再点検すると確かに議論すべき論点の少ない問題であるので
（失敗作であるので）、上記のように改め、レベルも下げた。

［L3・類題］宝石販売業を営むＸ（個人）はある年の3月1日に、その店頭で、Ｙと、店頭
に展示されているＸ所有のダイヤモンド入りの指輪を200万円でＹに販売する契約を締結し
た。履行期は3月22日の午前、履行場所はＸの店頭とされ、Ｙは解約手付金20万円を支
払った。ところが、3月12日にＸの債権者ＢがＸの破産手続開始を申し立て、3月22日午前
11時に破産手続開始決定がなされた。Ｙは、3月22日の午前にｘの店頭に行き、売買代金
から手付金を差し引いた残額180万円を支払って、商品を受領して帰宅した。この場合につ
いて、下記の問に答えなさい。なお、否認権の問題は考慮しなくてもよいものとする。

1. 破産管財人がその指輪を250万円で他者に売却することを考えている場合に、Ｙは
その指輪の所有権取得を破産管財人に主張することができるか。

2. 破産管財人がＸＹ間で合意された価格200万円は適正であるが、その代金（手付金
を控除した残額180万円）は破産管財人に支払われるべきであると主張している場
合に、ＹはＸにした180万円の弁済の効力を破産手続との関係で主張することがで
きるか。
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3. ［L3］建設業を営むＸ（個人）は資金繰りが逼迫してきたため、ある年の3月1日に、その所有する甲
不動産を売却する契約をＹ（個人）と締結した。代金は5000万円、履行期は3月22日9時半、履行場
所はＸの営業所と定められた。ところが、3月12日にＸの債権者ＢがＸの破産手続開始を申し立て、3
月21日に破産手続開始決定がなされた。Ｙは、Ｘの経営が苦しいことは聞いていたが、破産手続が開
始されたとは知らずに、3月22日に司法書士Ｃと共にＸの営業所を訪れ、Ｘに代金5000万円を交付
し、Ｘは所有権移転登記に必要な情報が記された書類ならびに移転登記に必要な一切の書類をＹに交
付した。Ｙの依頼を受けた司法書士Ｃが書類に不備がないことを確認して、売買契約の履行が完了
し、司法書士Ｃは、その日の11時に所有権移転登記の申請を終えた。また、Ｘは、同じ頃、自己の債
権者であるＤの銀行口座に債務の弁済として3000万円を振り込み、残金は、自己の預金口座に入金し
た。

この場合について、下記の問に答えなさい。なお、否認権の問題は考慮しなくてもよいものとする。
1. 破産管財人が甲不動産を他者に5500万円で売却することを考えている場合に、Ｙは甲不動産

の所有権取得を破産管財人に主張することができるか。
2. 破産管財人がＸＹ間で合意された甲不動産の価格5000万円は適正であるが、その代金は破産

管財人に支払われるべきであると主張している場合に、ＹはＸにした代金支払の効力を破産手
続との関係で主張することができるか。

3. Ｄは、Ｘから受けた弁済金を保持できるか。

4. ［L3・類題］建設業を営むＸ（個人）は資金繰りが逼迫してきたため、ある年の3月1日に、その所有
する甲不動産を売却する契約をＹ（個人）と締結した。代金は5000万円、履行期は3月22日9時30
分、履行場所はＡ銀行吹田支店と定められた。甲不動産には、Ａ銀行のために抵当権が設定されてい
て、被担保債権は、Ａ銀行のＸに対する貸付金で現在額は3000万円である。3月12日にＸの債権者Ｂ
がＸの破産手続開始を申し立て、3月22日9時30分に破産手続開始決定がなされた。Ｙは、Ｘ会社の
経営が苦しいことは聞いていたが、破産手続開始申立てがなされていたとは知らなかった。Ｙは、3
月22日9時30分少し前に司法書士Ｃと共にＡ銀行吹田支店に来て、Ｘ及びＡ銀行の担当者と挨拶を含
めた雑談をした後、Ｘに代金5000万円を交付し、Ｘは、そのうちの3000万円を甲不動産に設定され
ていた抵当権の被担保債権の弁済のためにＡ銀行に交付し、Ａ銀行は抵当権設定登記の抹消に必要な
情報が記載された書類及び抵当権設定登記の抹消に必要なその他の書類をＸに交付し、Ｘはこの書類
と共に、所有権移転登記に必要な情報が記された書類ならびに移転登記に必要なその他の書類をＹに
交付し、Ｙの依頼を受けた司法書士Ｃが書類に不備がないことを確認して売買契約の履行が完了し
た。Ｘは、手許に残った2000万円をＡ銀行に開設してある自己の預金口座にいったん入金した後、そ
の日の内に2000万円をＥ銀行吹田支店にあるＦ（Ｘの父親）の預金口座に宛てて送金した。Ｃ司法書
士は、その日の11時には所有権移転登記の申請及び抵当権設定登記の抹消の申請を終えた。

この場合について、下記の問に答えなさい（必要に応じて、場合分けをして解答しなさい）。なお、
否認権の問題は考慮しなくてもよいものとする。

1. 破産管財人が甲不動産を他者に5500万円で売却することを考えている場合に、Ｙは甲不動産
の所有権取得を破産管財人に主張することができるか。

2. 破産管財人がＸＹ間で合意された甲不動産の売買価格5000万円は適正であるが、その代金は
破産管財人に支払われるべきであると主張している場合に、ＹはＸにした弁済の効力を破産手
続との関係で主張することができるか。

3. Ａ銀行は、Ｘから受けた被担保債権の弁済金を保持できるか。 

ヒント：小問1については、破産法53条の適用の可否も論ずること。
メモ：代金と被担保債権の弁済時期に関し、当初は、「Ｙは、3月22日9時30分少し前に司法
書士Ｃと共にＡ銀行吹田支店に来て、Ｘと挨拶を含めた雑談をした後、Ｘに代金5000万円を
交付し、Ｘは、そのうちの3000万円を甲不動産に設定されていた抵当権の被担保債権の弁済
のためにＡ銀行に交付し」としていた。しかし、これであると、これらの弁済時期が破産手続
開始前であると断定する答案も出てくるので、「Ｘ及びＡ銀行の担当者と挨拶を含めた雑談を
した後」を挿入した。趣旨は、≪47条2項・51条に言及し、場合分けをして解答しなさい≫と
いうことである。

5. ［L1］Ｙ会社について、ある年の2月5日に債権者Ｘにより破産手続開始の申立てがなされ、2月9日
午前11時に破産手続開始決定がなされ、Ｖが破産管財人に選任され、2月19日付けの官報に公告が掲
載され、その日の正午にはWebで閲覧可能な状態になった。同年中になされた次の法律行為ないし準
法律行為による財産的利益の取得は、破産財団に対抗できるか。なお、保全処分は発せられていない
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ものとする。また、否認の問題には言及しなくてよい。
1. ＡがＹ社に100万円の債権（α債権）を有し、Ｙ社がＺに100万円の債権（β債権）を有して

いて、Ｙ社が弁済をしないので、Ａが2月8日に代物弁済的にβ債権を譲り受け、Ａが債権譲
渡証書をＺに提示して、債権譲渡の承認を求め、Ｚが2月10日付けの確定日付のある書面でこ
れを承認した場合の、Ａによるβ債権の取得。

2. ＢがＹ社から不動産を買い受ける契約を2月1日にし、2月9日が契約履行の日とされ、その日
の9時半にＢがＹ社の代表者に代金を支払うとともに、Ｙ社の代表者がＢに所有権移転登記に
必要な書類を交付し、Ｂの依頼を受けた司法書士Ｐが登記手続に必要なすべての書類が整って
いることを確認した。Ｐが、ＢとＹ社の代理人として、2月9日の午後に所有権移転登記の申
請をし、その旨の登記がなされた場合の、Ｂによるその不動産の所有権取得。必要に応じて場
合分けをしなさい。

3. Ｙ社に70万円の買掛代金債務を負っているＣのところに、2月9日の午後3時にＹ社の集金係の
従業員Ｗがいつものように集金にやって来た。ＣがＷに「Ｘがあんたの会社に対して破産申立
てをしたという噂があるけれど本当か」と尋ねると、Ｗが「破産申立てはまだされていないよ
うで、上司からＸに早く弁済しないと破産申立てされるから集金活動をしっかりやってこいと
言われています」と答えた。Ｃは、いつものように正規の領収書と引き換えに70万円をＷに渡
した。しかし、Ｗは、その弁済金をＶに渡さなかった。この場合における、ＣのＹ社に対する
債務の消滅。必要に応じて場合分けをしながら答えなさい。 なお、Wの給与は、月額25万円
で、Ｙ社には退職金制度はなく、給与の支払の遅滞もないものとする。

ヒント：47条－51条・2条14項・30条・34条・78条など。
ヒント：小問3のなお書がややくどいが、ＷのＹ社に対する財団債権（賃金債権が149条によ
り財団債権となりうる）と集金した金銭の引渡請求権との相殺により、破産財団が利益を受け
るとの論点ができるだけ生じないようにするための記述である。これでも、解雇予告手当を考
慮すると、その論点がまだ生じうるが、この問題については、学部の学生はその論点に立ち入
らなくてもよい（もちろん、立ち入れば加点されるが、立ち入らなくてもよいことを前提に採
点するので、それほど大きく加点されるわけではない）。
メモ：　国立印刷局の「インターネット版『官報』ご利用案内」に次の記述がある：「当サイ
トの官報は、原則として発行当日の正午までに掲載されます。ただし、ファイル加工の都合で
若干遅れる場合があります」。本設問における破産手続開始の日と官報への公告の日との間隔
（10日間）については、平成19年7月20日付けの官報（4639号）に掲載されている事例を参
考にした。

6. ［L1］Ｙ会社の財務が著しく悪化した。従業員に対して退職の勧奨が盛んに行われるようになった。
それでも、Ｙ社の長年の営業部員で集金も担当しているＡは、手取給料30万円を払ってくれた会社の
ために頑張って働いた。しかし残念なことに、2月19日午後2時にＹ社について破産手続が開始され、
その公告が2月29日発行の官報に掲載された。Ａは、2月19日に定型的業務の一環として集金のため
に顧客まわりをしていた。2月19日の午後3時間頃に、Ａは、上司から電話で破産手続開始を知らさ
れ、そのまま集金を続けるように指示された。Ａは、午後3時半に、顧客Ｚ（個人）の事務所に到着
した。Ｚは、1ヶ月ほど前にＹ社から購入した商品について、30万円の代金債務を負っていた。Ｚが
Ａに手渡しの方法で30万円を支払い、ＡがＹ社所定の所定の受取書に署名押印してそれをＺに交付し
た。破産管財人は、その日の午後5時に、従業員全員に対して、1ケ月後に雇用契約を終了させる旨の
解雇通知をした。Ａは、Ｚから受領した30万円を破産管財人に渡さずに生活費に費消した。

この場合について、下記の小問に答えなさい。
（1）ＺがＡに30万円を支払おうとする時点で、Ｙ社のＺに対する商品代金債権について管理処分権
を有するのは誰か。 
（2）Ａは、Ｙ社のＺに対する商品代金債権について、弁済金を受領する権限を有するか。 
（3）破産管財人は、Ｚに対して、再度30万円の支払を求めることができるか。適当に場合分けをし
て解答すること。 
（3a）小問3の場合と異なり、1月25日に支払われるべき1月分の給料が2月19日午前10時の時点でま
だ支払われていないという事情があるものとする。破産管財人がＺに対して再度30万円の支払を求め
たときに、Ｚはその支払いを拒むことができるか。 なお、破産管財人がこの支払を求めた時点でも1
月分の給料の支払はまだなされておらず、Ｚはそのことを知っているものとする。

参照条文：破産法30条・34条・47条・48条・50条・51条・78条・149条。民法111条・653
条。
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ヒント（小問1について）：破産法30条2項・34条1項・78条1項。
ヒント（小問2について）：破産法78条1項を用いて説明すること。民法653条2項・111条2
項の規定を援用（類推適用）するか否かは、各自の判断に委ねる。「Ｙ社について破産手続が
開始されたことにより、Ｙ社のＡに対する代金債権の管理処分権も破産管財人に専属し、Ｙ社
はこれを有しないので、ＡがＹ社のために弁済金を受領する代理権も消滅する」といった趣旨
のことが書かれればよい。
ヒント（小問3について）：破産法50条・51条。50条は、47条（ないし、47条と48条）の例
外規定と位置づけられているので、その点も指摘すること。もっとも、Ａは、破産者自身では
ないので、自分で説明を工夫すること。
ヒント（小問3aについて）：破産法149条1項。 破産管財人は破産財団所属のＡに対する金銭
引渡請求権とＡの財団債権（給料債権）とを相殺することができることを指摘した上で、その
相殺により財団債権が消滅することをもって50条2項の「破産財団が受けた利益」と評価でき
るかも論ずること（理由付けがあれば、結論はどちらでもよい。もっとも、否定する場合に
は、Ｚは、Ａに対する不当利得返還請求権を取得することになり、その満足のために）。Ａの
Ｙ社に対する債権が財団債権であるので、破産法67条から73条までの規定には言及しなくて
もよい。ＺがＹ社について破産手続が開始されたことを知りながら弁済した場合（したがっ
て、小問3においてＺの弁済が破産手続との関係で効力を有しない場合）について解答するこ
とが必要である。ＺがＹ社について破産手続が開始されたことを知らないで弁済した場合（し
たがって、小問3においてＺの弁済が破産手続との関係で有効である場合）については、簡単
に言及すれば足り、省略してもよい。
メモ：小問4の問題文に、「ＺがＹ社について破産手続が開始されたことを知りながら弁済し
た場合について検討しなさい」と付記してもよいが、小問3との関係でそれは避けた。

7. ［L1］Ｙ会社の財務が著しく悪化した。1月分の給料が2月18日になってもまだ払われない状況であ
る。それでも、Ｙ社の長年の営業部員で集金も担当しているＡは、手取給料30万円を払ってくれた会
社のために頑張って働いた。Ａも薄々は気付いていたことではあるが、2月19日午前10時にＹ社につ
いて破産手続が開始された。Ｙ社に30万円の債務を負っているＺ（個人）は、2月19日午後2時に次
の各方法でＹ社に30万円を弁済したとする。各方法による弁済の効力は、破産手続との関係において
どうなるか。なお、Ｚは、2月19日午後1時にＹ社の破産手続開始を知ったものとする。

1. ＺがＢ銀行にあるＹ社の預金口座に振り込む方法で支払った場合
2. ＺがＡに手渡しの方法で支払い、ＡがＹ社所定の所定の受取書に署名押印してそれをＺに交付

したが、ＡがＺから受領した30万円を破産管財人に渡さずに生活費に費消した場合。 必要に
応じて場合分けをして、答えなさい。

ヒント：小問1について、破産法30条2項・（34条・78条・）47条・50条・51条。
ヒント：小問2について、前問とそのヒントを参照 。
メモ：「なお、Ｚは、2月19日午後1時にＹ社の破産手続開始を知ったものとする 」の部分
は、以前は、「必要に応じて場合分けをして、答えなさい」 としていたが、意外と採点が難
しくなるので、現在のように単純な問題にした。 

8. ［L1］Ｘは、ある機械をＹに販売する契約をＹと締結した。履行期の1週間前にＹについて破産手続
が開始された。Ｙの破産管財人が、機械の引渡しを求めてきた。Ｘの代金債権は、どうなるか。 

9. ［L1］コンピュータの小売業者であるＸは、倉庫にある売れ残りのコンピュータを食品業を営むＹに
その会計処理に用いるコンピュータとして販売する契約を締結した。代金は90万円、支払時期は納品
後2週間以内と定められた。コンピュータの納品期日の1週間前にＹについて破産手続が開始された。
Ｙの破産管財人が、契約を履行するともしないとも言ってこない。コンピュータの価格低下は早い。
今なら、90万円で他に売却できるが、3ヵ月先には70万円でしか売れそうもない。Ｘはどうしたらよ
いか。

ヒント：　53条・54条・148条1項7号、民法533条。
メモ：　この売買契約を58条の適用のある定期取引とする答案が目立つ。出題者は、そのよう
に誤解されることがないよう問題文を作ったつもりであり、「倉庫にあるコンピュータ」の文
言はその配慮の一つであった。しかし、これでもまだ誤解をした答案が目立つので、「倉庫に
ある売れ残りのコンピュータ」とし、かつ「その会計処理に用いるコンピュータとして」の文
言を挿入した。 
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10. ［L1］ＸはＹ会社に建物を賃貸し、Ｙ社はこれを本社として使用している。賃料が毎月支払われてい
たが、Ｙ社について破産手続が開始された。破産手続開始後の賃料債権は、どのように扱われるか。
Ｘは誰に賃料を請求したらよいのか。

11. ［L1］Ｘは、ある年の1月25日にＹから賃貸マンションを2月1日から期間3年の約定で借りる契約を
し、同年2月1日に引渡しを受け、現在に至るまで居住している。賃料は毎月25日までに翌月分を支払
うものとし、月額20万円と定められていた。賃貸借契約を締結してから1年後の1月25日に、Ｘが2月
分の賃料を支払うと、Ｙから、「経営が苦しいので、今年の8月までの賃料の前払をお願いできない
か。その代わり、賃料を1割引にする」と言われた。Ｘは、それに応じた。ところが、その年の3月31
日午前11時にＹについて破産手続が開始された。

下記の各小問に答えなさい。
　（1） ＸＹ間の賃貸借契約は、「破産者及びその相手方が破産手続開始の時において共にまだその
履行を完了していない」双務契約（双方未履行の双務契約）ということができるか。
　（2） Ｙの破産管財人は、この賃貸借契約を解除することができるか。
　（3）Ｘが前払した賃料は、どうなるか。（否認権の問題には言及しなくてよい） 

ヒント　破産法53条・56条、借地借家法31条。
メモ：　問題文の冒頭部分は、以前は次のようにしていた：「Ｘは、Ｙから賃貸マンションを
期間3年の約定で借りて居住していた」。「引渡し」と言う言葉がないためであろうか、借地
借家法31条の規定により対抗要件を得ていることを見落としている答案が多いので、「引渡
し」の語を入れるようにすると共に、事実関係を丁寧に記すことにした。

12. ［L3］Ｙ会社に対してある年の9月22日に債権者から破産手続開始の申立てがなされ、10月22日に
破産手続が開始され、Ｖが破産管財人に選任された。Ｙ社が当事者となっている次の契約は、どのよ
うになるか。これらの契約あるいは契約の解除から生ずる請求権についても、適宜言及すること。

a. Ｙ社は、Ａ電力会社から電気の供給を受けている。検針日は、毎月20日で、検針日から20日
後までが早収料金（割引料金）の支払期限である。Ｙ社は、8月20日を検針日とする電気料金
15万円、9月20日を検針日とする電気料金10万円、10月20日を検針日とする電気料金7万円
を滞納している。破産管財人が管財業務を行うためには、電気の供給が不可欠である。Ａ電力
会社の若い担当者が、未払の電気料金の全額を支払わないと電気の供給を停止すると言ってき
ている。

b. Ｙ社は、その所有地に小規模な社員用の独身寮を有していて、破産手続開始前に、それを学生
用のワンルームアパートに改装して土地とともに3億円で売却する計画を立て、Ｂ建築会社が
2000万円で内装及び外装の工事を請け負う旨の契約をＢ社と締結していた。請負代金のうち
700万円はＹ社のＢ社に対する売掛代金債権700万円と相殺し、残金は工事完成後に支払う予
定であった（相殺の意思表示や相殺の合意はまだされていない）。Ｂ社は、破産会社の仕事は
したくないと述べ、工事の準備に取りかかったことの報酬50万円、これに含まれない費用50
万円、並びに他の仕事を断ったことによる損害80万円の支払を要求している。Ｖは、別の建築
会社に請け負わせると、工事が1月ほど遅れることにより土地建物の売却が遅れ、少なくとも
100万円の損害が生ずると判断した（Ｂ社との請負工事契約中にも、工事の完成の遅延による
損害金の賠償請求権を根拠付ける条項がおかれている）。Ｖは、Ｂ社にこの請負契約を履行さ
せることができるか。

c. Ｙ社は賃貸ビルを所有しており、その清掃・衛生管理につき、Ｃ会社とビルメンテナンス契約
を締結している。破産手続開始の1年前に、比較的安価な料金（月額料金50万円）で締結した
契約である。契約期間は2年である。Ｖは、賃貸ビルを売却する予定ではあるが、少なくとも
それまでは、必要であれば破産法55条を援用して、このメンテナンス契約を継続しておきた
い。毎月の料金は、月末に支払うことが約定されているが、8月分と9月分とが未払である。
Ｃ会社が、破産手続開始の翌日に、「本件契約は請負契約であり、未払料金全額を払ってもら
えないのであれば、契約を解除したい」と言ってきた。Ｃ社の代表者は、9月10日に8月分の
支払の催告を、10月10日に8月分と9月分の支払の催告をしており、破産手続開始前に解除権
が発生していると主張している。しかし、ＶがＹ社の関係者から事情聴取をしたところ、その
ような催告がなされたとの事実は誰も知らないとのことであった。この契約が解除されると、
新規にビルメンテナンス契約を締結する必要があり、Ｖが調査した限りでは、月額料金60万円
と契約一時金120万円でないと引き受け手がいない（契約一時金は、メンテナンス計画の立
案、その準備としての調査および各種資材の持込み等のための初期費用として請求されるもの
であり、契約が途中で終了しても返還されないとされている）。Ｖは、Ｃ社との契約を維持す
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るために、未払料金全額を支払わなければならないか。
d. Ｙ社がＤ社から計算能力提供サービスを受けている。これは、Ｄ社が保有する高性能コン

ピュータと各種アプリケーションプログラムをＹ社がネットワークを介してＹ社内に設置され
ているＹ社所有の端末用コンピュータ（ハードディスク等の外部記憶装置のないタイプ）から
利用するものである。Ｙ社の財務データ等は、すべてＤ社のデータセンターのハードディスク
に保存されている。そのため、この計算能力提供サービス契約を維持しないと、管財業務を行
うことができない。しかし、ここでもＹ社は料金を滞納している。Ｄ会社が、破産手続開始の
翌日に、「本件契約は賃貸借契約であり、未払料金全額を払ってもらえないのであれば、契約
を解除したい」と言ってきた。料金額、滞納額、催告の事実の有無、新規契約の場合の料金額
は、偶然にも（ｃ）の場合と同じである。Ｖは、Ｄ社との契約を維持するために、未払料金全
額を支払わなければならないか。なお、契約書の冒頭部分は次のようになっている。

計算能力提供契約計算能力提供契約

・・・

第1条　提供者は、自己の管理する建物内に計算機を用意し、これを次の条件で利用者に賃
貸することにより、計算能力を利用者に提供するものとする。

1. 利用者は、提供者が利用者に賃貸する本件計算機をネットワークを経由して使用す
る。

2. 提供者は、利用者が賃借する本件計算機を快適に利用できるように、保守管理を行
うものとする。

ヒント：　aについて、53条・55条・148条1項7号。
ヒント：　bについて、53条・民法642条。
ヒント：　cについては、民法642条にも言及すること。適切な理由付けがなされていれば、
結論はいずれでもよい。
ヒント：　dについては、ＹＤ間の契約は無名契約であると認定される場合と、賃貸借契約の
一種であると認定される場合の双方について論述すること。賃貸借契約と認定される場合につ
いては、55条の規定の趣旨を論じた上で、55条の適用ないし類推適用の有無を論ずること。
例えば、「したがってこの契約には55条の適用はない」、あるいは「たとえ賃貸借契約である
しても、このような契約には55条の適用ないし類推適用を認めるべきである」などと書く。理
由付けが適切になされているかにより採点する。 
メモ：　cについて、当初は、C会社の法定解除権が発生することを前提にした問題を作成し
たが、これだと、C社は、破産手続開始前に発生した法定解除権を開始後に破産管財人に対し
て行使することができるから、破産管財人は破産手続開始前の未払料金を全部支払わないと契
約を維持できないとし、他の論点に触れない答案が出てきた。結論を引き出すのに必要最小限
の論点に触れれば足りるとの立場に立てば、この答案でもよいことになる。しかし、教師が期
待した論点（契約の法的性質論、民法642条の適用の有無等）には、触れていないので、それ
らの論点に触れた答案との比較で、成績評価が難しくなる（定期試験で、期待された論点への
言及がないことを理由に低い成績をつければ、学生から成績評価の説明要求を受けたときに苦
慮することになろう）。こうした問題を避けるために、法定解除権が発生していると判断され
る場合と発生しているとは判断されない場合の双方に言及するようにとの趣旨で、催告の事実
については双方の主張が食い違っているとの問題文にした。なお、この契約に民法642条の適
用を認める立場に立っても、642条の解除よりも法定解除権の方が相手方にとって有利である
から（642条3項参照）、法定解除権についても触れるべきである。また、この契約は請負契
約であるから642条の適用があるとの立場に立っても、この契約に破産法55条の適用があるの
であれば、55条の規定の趣旨との関係で、642条1項の解除権の行使を認めるべきかは論ずべ
き点であるから、その議論の前提として、55条の要件が充足されるかも論ずべきであると言っ
てよいであろう。なお、ビルメンテナンス契約に関する各種数値は、現実を反映したものでは
ない。教室事例ということでご容赦いただきたい。

13. ［L1］Ｙは、高速道路を利用して片道2時間ほどかかる距離に住んでいるＡから代金150万円前払で
風景画の油絵の制作の注文を受けていた。Ｙは、その油絵の引渡し、絵画及びその架設の説明、絵画
が注文に応じた作品であることの確認、並びに新規の受注の事務を、ある年の4月1日に、信頼のでき
るＸに、費用及び報酬の合計額を5万円と定めて、委託した。Ｘは、翌朝10時に出発して、所定の用
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務を果たして、Ｙのところに行き、事務処理を報告するとともに、費用及び報酬の合計額5万円の支
払を請求した。ところが、Ｙから「今朝の9時半に破産手続開始決定を受けてしまった。破産管財人
はＶ弁護士だ」と言われて、Ｘは驚いた。Ｘの費用・報酬債権は、破産手続上どのように扱われる
か。

ヒント：　57条。民法653条・655条。なお、破産法148条1項5号の適用の有無には立ち入ら
なくてもよい（後記のメモ参照）。
ヒント：　Ｘ・Ｙ間の契約が委任契約であるとの認定を書く。民法653条2号の規定の趣旨
（委任者が破産手続開始決定を受けた場合に委任契約が当然に終了するとされていることの理
由）を書く。破産法57条の要件が充足されることを確認し、その適用結果を書く。最後に、
148条1項5号の要件が充足されないことを簡単に書く。
ヒント：　破産手続開始の時点でＹは注文者に絵画を引き渡していないので、Ｙの破産管財人
と注文者との間の関係が問題となりうるが、これには立ち入る必要はない。破産手続開始時点
で注文者は絵画の所有権を取得しておらず、注文者のＹに対する所有権移転請求権と引渡請求
権は破産債権になるとしても、Ｘが現に事務処理をしている以上、Ｘの事務処理費用と報酬の
支払請求権は発生し、それが破産手続においてどのように扱われるべきかの問題は、破産管財
人と注文者との法律関係の問題に影響されることはないからである。
メモ：　問題文に次の一文を付け加え、148条1項5号の適用の有無を検討させることも考えら
れる：「Ｘが念のために領収書等により証明することができる費用（高速道路利用料金＋燃料
代）を計算したところ、2万円であった。」。ただ、この事例において148条1項5号にいう事
務管理の成否を判断することは、容易ではないだろう。

14. ［L2］Ｙは、高速道路を利用して片道3時間ほどかかる距離に住んでいるＡから代金150万円前払で
風景画の油絵の制作の注文を受けていた。Ｙは、その油絵の引渡し、絵画及びその架設の説明、絵画
が注文に応じた作品であることの確認、並びに新規の受注の事務を、ある年の4月1日に、信頼のでき
るＸに、費用及び報酬の合計額を5万円と定めて、委託した。Ｘは、翌朝10時に出発して、所定の用
務を果たして、Ｙのところに行き、事務処理を報告するとともに、費用及び報酬の合計額5万円の支
払を請求した。ところが、Ｙから「今朝の9時半に破産手続開始決定を受けてしまった。破産管財人
はＶ弁護士だ」と言われて、Ｘは驚いた。

　上記の事例について、下記の問に答えなさい。
　（1）Ｘの費用・報酬債権は、破産手続においてどのように位置付けられるか。
　（2）Ｘがその年の3月1日にＹから桜の花の絵画を10万円で買い受けていたが、その代金が未払い
であった場合に、Ｘは、費用・報酬債権を自働債権にして、絵画の代金債権と対当額で相殺すること
ができるか。

ヒント：　破産法57条・67条・72条、民法505条・655条。前掲問題［13］のヒントも参
照。
参考文献：　栗田隆「破産法57条・60条の破産債権と相殺制限」関西大学法学論集61巻4号
89頁－119頁
メモ：　学期末試験では、次の条文の見出しが「参考資料」の中に含まれる。

民法　第505条（相殺の要件等）　 第643条（委任）
民法　第653条（委任の終了事由）　1号（死亡）　2号（破産手続開始）　3号（受任
者の後見開始）　 第654条（委任の終了後の処分）
民法　第655条（委任の終了の対抗要件）
破産法　第53条（双務契約）　第57条（委任契約）
破産法　第67条（相殺権）　1項（相殺の許容）　2項（破産債権が期限付き・解除条
件付きの場合、103条2項1号の債権（非金銭債権等）の場合／破産者の債権が期限付
き・条件付きの場合、将来の請求権の場合）
破産法　 第72条（／破産者の債務者が破産債権を取得する場合）　1項（破産債権取
得の時期）　1号（破産手続開始後／他人の破産債権）　2号（支払不能の了知後）　
3号（支払停止の了知後）　4号（破産手続開始申立ての了知後）　2項（1項2号から
4号が適用されない場合（破産債権の発生原因））　1号（法定の原因）　2号（支払
不能・支払停止・破産手続開始申立てを知る前に生じた原因）　3号（破産手続開始前
1年以上前に生じた原因）　4号（破産者との契約）

15. ［L2］Ｙは、高速道路を利用して片道2時間ほどかかる距離に住んでいるＡから代金150万円後払で
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Ａの肖像画の制作の注文を受けていた。肖像画を完成されたＹは、その油絵の引渡し、絵画及びその
架設の説明、絵画が注文に応じた作品であることの確認、並びに代金150万円をＹの銀行口座に振り
込むことの依頼の事務を、ある年の4月1日に、信頼のできるＸに、費用及び報酬の合計額を5万円と
定めて、委託した。Ｘは、翌朝10時に出発して、所定の用務を果たして、Ｙのところに行き、事務処
理を報告するとともに、費用及び報酬の合計額5万円の支払を請求した。ところが、Ｙから「今朝の9
時半に破産手続開始決定を受けてしまった。破産管財人はＶ弁護士だ」と言われて、Ｘは驚いた。Ｘ
は、Ｖ弁護士に電話をし、破産手続開始後に委任事務を処理したこと、代金150万円はＹの預金口座
に振り込まれるであろうことを報告した。Ｖは、「Ａさんの肖像画ですね。Ａさん以外には関心を持
つ人はいない絵なんでしょうね。代金が150万円が入金されるのであれば、それで結構です」と述べ
た。Ｘの費用・報酬債権は、破産手続上どのように扱われるか。なお、Ｘが念のために領収書等によ
り証明することができる費用（高速道路利用料金＋燃料代）を計算したところ、2万円であった。 

ヒント：　57条・148条1項5号。民法653条・655条。
ヒント：　Ｘ・Ｙ間の契約が委任契約であるとの認定を書く。民法653条2号の規定の趣旨
（委任者が破産手続開始決定を受けた場合に委任契約が当然に終了するとされていることの理
由）書く。破産法57条の要件が充足されることを確認し、その適用結果を書く。最後に、148
条1項5号の要件が充足されないことを簡単に書く。
ヒント：　ＹとＡの間の肖像画制作契約の類型を特定すること（請負契約であると想定してい
る）。この契約は破産手続開始の時点では双方未履行の状態にあるが、破産管財人は履行を選
択するであろうことを指摘する（63条1項の適用ないし類推適用の有無に立ち入らなくてもよ
い）。これを前提にすると、Ｘが破産手続開始後にした事務処理は、破産財団にとって148条
1項5号の事務管理にあたると判断してよいであろう。

16. ［L3］Ｙは、高速道路を利用して片道2時間ほどかかる距離に住んでいるＡから代金150万円前払で
風景画の油絵の制作の注文を受けていた。Ｙは、その油絵の引渡し、絵画及びその架設の説明、絵画
が注文に応じた作品であることの確認、並びに新規の受注の事務を、ある年の4月1日に、信頼のでき
るＸに、費用及び報酬の合計額を5万円と定めて、委託した。Ｘは、翌朝10時に出発して、所定の用
務を果たして、Ｙのところに行き、事務処理を報告するとともに、費用及び報酬の合計額5万円の支
払を請求した。ところが、Ｙから「今朝の9時半に破産手続開始決定を受けてしまった。破産管財人
はＶ弁護士だ」と言われて、Ｘは驚いた。 Ｘが念のために領収書等により証明することができる費用
（高速道路利用料金＋燃料代）を計算したところ、2万円であった。

1. Ｘの費用・報酬債権は、破産手続上どのように扱われるか。
2. その風景画を気に入った者が300万円で買いたいとＶに言ってきた。Ｖは、Ａに、Ｘが引き渡

した絵画の返還を求めることができるか。なお、ＡＹ間の契約で、制作された絵画の所有権
は、ＹがＡに絵画を引き渡し、Ａが検品の上受領することによりＡに移転すると定められてい
たものとする。

ヒント：　前記の問題に小問2を追加したものである。小問2については、どう処理すべきは
迷うが、ひとまず48条を適用して結論を出す。その上で、最高裁判所 昭和４３年７月１１日
第１小法廷 判決（昭和４０年（オ）第２５号）の判旨を拡張すべきか否かを検討する。結論
が正当に理由づけられていればよい。

17. ［L2］小売業を営むＸ会社は、建築業を営むＹ会社と、代金5000万円でＹ社がＸ社のある店舗の工
事をすることの請負契約を締結した。Ｘ社がＹ社に工事代金の内金2600万円を支払った後で、工事が
途中まで進んだ段階で、Ｙ社について破産手続が開始された。その時点での工事の出来高は、2000万
円と評価できる。

次の各小問に答えなさい。 なお、今から1月以内に別の業者に工事の続行を依頼すると、インフレ期
であるために、総工事費用が6000万円（契約金額に対して1000万円の費用増加）になり、かつ、工
事の引継ぎに時間を要するために工事の完成が遅れることにより500万円の損害が発生するものとす
る。
　（1）Ｙ社の破産管財人は、この請負工事契約をどのように処理したらよいか。可能な選択肢を挙
げ、各選択肢ごとにＸの権利がどのようになるか説明しなさい。
　（2）Ｙ社の破産管財人がこの請負工事契約について何も言ってこない場合に、Ｘ社はどうしたら
よいか。
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ヒント：　53条2項。破産管財人が解除を選択した場合には54条。破産管財人が履行
を選択した場合については、この事例に関する限り問題点は少ないであろうから、簡
潔に説明すればよい。財団債権の行使について、2条7項・151条・152条・42条1項を
基に簡潔に書く。
ヒント：　最高裁判所 昭和６２年１１月２６日 第１小法廷 判決（昭和５９年（オ）
第５２１号）

18. ［L3］ある会社の法務部に勤務しているＡが貴方のところにやってきて、次のような法律問題につい
て助言を求めた。

　１．Ａの勤務先の株式会社Ｘでは、Ｙが10年前にＸ会社の社長に就任して、昨年退任した。その前
社長Ｙが2年前に会社の経営に関して不正行為を働き、会社に3億円の損害を与えた。その賠償金の支
払について、先日、次のような調停が成立した。賠償金元本を2億円に減免する；未払いの賠償金に
ついて、年10%の割合による損害金を支払う。
　２．Ｘ会社としては、賠償金を少しでも多く取り立てたいが、Ｙの唯一の不動産については、Ｂ銀
行のために順位1番の根抵当権が設定されていて、極度額は5億円である。Ｃ銀行のために順位2番の
抵当権が設定されていて、被担保債権額は20億円である。Ｙには、この不動産以外にはめぼしい財産
はなく、しかも不動産の時価は、4億円に過ぎない。
　３．Ｂ銀行は、Ｘ会社の運転資金を融資しており、Ｙは、Ｘ会社の社長時代に、その融資債権につ
いて根保証をしていた（Ｂ銀行との根保証契約の締結は1年前で、元本確定期日（民法465条の3）は
契約時から5年後である）。前記不動産上の順位1番の根抵当権は、債権回収を確実にするための根抵
当権である。Ｂ銀行のＸ会社に対する前記の融資については、期間1年の短期融資が繰り返されてき
ている。半年前に4億円の融資がなされたところである。なお、Ｘ会社のＢ銀行に対する債務につい
ては、現在の社長も保証を提供している。
　４．普通の方法では、Ｘ会社のＹに対する損害賠償請求権の回収は困難であるので、会社内部で検
討した結果、次のようなシナリオではどうだろうかということになった。Ｘ会社がＹの破産手続開始
を申し立てる（破産手続の費用がＸ会社の負担になってもかまわない）；Ｙの破産管財人が、Ｂ銀行
とＣ銀行の同意を得て抵当不動産を任意換価して、その代金で被担保債権を消滅させれば、ＹはＸ会
社に対して求償権を取得することになる；破産管財人が求償権を行使してきた時点で損害賠償債権と
相殺することにより、損害賠償請求権を可能な限り多く回収する。どうだろうか。

　貴方は、会社の賠償請求権と求償権との相殺の可否の点は難しい問題であるので、回答を留保する
予定であるが、ただ、前提となる求償権がそもそも発生するのかについて疑問をもち、根抵当権の被
担保債権が何であるかを明確にする必要を感じた。貴方は、Ａにどのような質問をし、どのような回
答をすべきであろうか。 

ヒント：　問題文では、根抵当権の被担保債権がＢ銀行のＹに対する根保証債権（被保証債権
はＢ銀行のＸに対する融資債権）であるのか、Ｂ銀行のＸに対する融資債権（Ｙは物上保証
人）であるのかが明確にされていない（そのように書いたつもりである）。 この点に関する
質問をしたうえで、民法398条の20第4号・ 465条の4第1項2号を適用すること。結論は同じ
であるが、根拠条文を分けて書くこと。
ヒント：　破産管財人は、不動産の売却の時期を半年程度先にすることは可能性であることを
前提にする。すぐに売却して、求償権を発生させることができれば問題は少ないが、半年以上
かかる場合のリスクを説明すること。1年の短期融資の繰返しであるので、融資の時点から1
年経過後（Ｙの破産手続開始から半年後）には、旧債務の弁済と新規融資からなされることに
なり、新規融資はＹによる根保証の対象外となる（民法465条の4第1項2号）。

19. ［L2］Ｘは、土地Ａ、Ｂ、Ｃの所有者である。Ｘは、2015年4月1日に、各土地を前記の順でＰ、
Ｑ、Ｒ（以下「Ｐ等」と総称する）に別々に貸した。Ｐ等は、各自が借りている土地を各自の事業に
供している。土地の利用目的は資材置場であり、借地上に建物は存在しない（土地の賃貸借契約であ
る場合に、その登記もなされていない）。2016年6月1日にＸについて破産手続が開始された。貸借
期間満了前に貸借契約が終了させられると、Ｐ等は大量の資材の移動のために、100万円の損害が生
ずるものと見込まれている。
　ＸとＰ等との間の契約関係及び土地の価額等は、下記のように異なる。破産管財人は、各土地の貸
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借契約をどのように処理するのがよいか。
　（1）ＸＰ間では、土地Ａについて、次の内容の賃貸借契約が締結された：期間10年；借地料月30
万円；保証金なし。破産管財人が土地を更地として売却すると、5000万円で売却できることが見込ま
れている。
　（2）ＸＱ間では、土地Ｂについて、次の内容の賃貸借契約が締結された：期間10年；借地料月30
万円全額前払；保証金なし。Ｑは、2015年3月31日に賃料10年分を全額前払している。破産管財人が
土地を更地として売却すると、5000万円で売却できることが見込まれている。
　（3）ＸＲ間では、かつてＸの事業が行き詰まったときにＲの先代から援助を受けた恩義があり、
また、土地Ｃが辺鄙な場所にあるので、使用貸借契約が締結され、期間は10年とする条項を含む契約
書が作成された。破産管財人が土地を更地として売却すると、300万円で売却できることが見込まれ
ている。Ｒが近隣で資材置場用に同等の土地を借りようとすると、年12万円の賃料を出す必要があ
る。

ヒント：小問1について、53条・54条。
ヒント：小問2と小問3の解決については、定説があるわけではない。結論の妥当性の度合い
及び結論と理由付けとの整合性の度合いを考慮して採点する。
ヒント：栗田隆「破産法と双務契約・片務契約の終了 ──破産手続開始前に解除された双務
契約及び使用貸借契約を中心にして──」 平成27年5月12日　関西大学法学論集65巻1号1頁
－54頁。

20. ［L2］　2015年4月1日に、Ｘは、ある中古機械をＹに1000万円で売却する契約を締結した。同日、
Ｙ（買主）が代金の一部700万円をＸ（売主）に支払い、これと引換えに、ＸがＹに中古機械を引き
渡した。残代金300万円は1ヵ月後に支払う約束であった。しかし、同年6月1日になってもＹが残代
金を支払わないため、Ｘはやむなく売買契約を解除することにし、解除の意思表示は、同年6月6日に
Ｘに到達した。Ｘは、Ｙに対して機械の返還を求めたが、Ｙがこれに応ずる前の同年7月7日にＹにつ
いて破産手続が開始され、Ａ弁護士が破産管財人に選任された。前記解除により、Ｘに生ずる損害
は、機械の損料を含め、200万円と見込まれる。Ｘは、破産管財人に対してどのような権利を主張す
ることができるか、その権利をどのように行使したらよいか。破産管財人は、どのように対応したら
よいか。なお、当該中古機械の販路は狭く、Ａ弁護士の人脈を頼って売却することは困難であるとす
る。 

ヒント：栗田隆「破産法と双務契約・片務契約の終了 ──破産手続開始前に解除された双務
契約及び使用貸借契約を中心にして──」 平成27年5月12日　関西大学法学論集65巻1号1頁
－54頁。

取戻権取戻権

1. ［L1］Ｘは、Ａから借りた自転車をＹに貸した。Ｙについて破産手続が開始された。Ｘは、Ｙの破産
管財人に自転車の返還を請求できるか。 

2. ［L1］Ｘは、Ｙから50万円を借り、その担保のために100万円の価値のある名画をＹに譲渡した。名
画はＹが大事に保管していたが、Ｙが破産してしまった。Ｘが破産管財人に事情を説明して名画の返
却を求めたら、「すでに100万円で買いたいという人が現われているから、100万円の支払と引換え
にお返ししましょう」と言われた。Ｘは100万円を支払わなければならないか。 

3. ［L1］Ｘは、ある名画を80万円の価値はあると告げて美術商のＹに無償で貸した。ところが、その絵
をＹが、自分の経営する画廊に飾り、自分の所有する絵だと偽って、善意無過失の来客Ａに50万円で
売却し、引き渡してしまった。その直後にＹについて破産手続が開始された。（α）Ａがまだ代金を
支払っていない場合に、Ｘはどうすることができるか。（β）破産管財人が代金を受け取った場合
に、Ｘはどうすることができるか。 

上記の問題について、下記の順番に回答しなさい。
1. 取戻権と代償的取戻権について説明しなさい。
2. 財団債権としての不当利得返還請求権について説明しなさい。
3. 上記の （α）の問に答えなさい。
4. 上記の （β）の問に答えなさい。

http://kuir.jm.kansai-u.ac.jp/dspace/bitstream/10112/9375/1/KU-1100-20150512-01.pdf
http://kuir.jm.kansai-u.ac.jp/dspace/bitstream/10112/9375/1/KU-1100-20150512-01.pdf
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ヒント：62条・64条・148条1項5号・2条5項・100条・111条。民法192条・467条・709
条。80万円と50万円との差額30万円の取扱いについても論ずること。
メモ： 「上記の問題について、下記の順番に回答しなさい」以下は、当初はなかった。しか
し、答案の状況に鑑み追加した。学生諸君が解答しやすいようにするためのヒントであり、採
点しやすい答案を書いてもらうための措置である。「財団債権としての不当利得返還請求権に
ついて説明しなさい」の小問を立てるべきか否か、立てるとしてそれを何処に置くか
（「（β）の問に答えなさい」の直前に置くか）迷うが、上記の設問のようにするのが良いで
あろう。
Ｙを美術商にして、彼が名画を「自分の経営する画廊」に飾ったとの設定は、当初はなかっ
た。しかし、答案の中には、民法192条の要件のうち、「平穏に、かつ、公然と動産の占有を
始めた」の要件の充足を問題にするものもあったので、敢えて追加した（民法186条1項の推
定規定があるので、この設定はなくてもよいと思われるが、無用な論点が生ずる防ぐためであ
る）。

4. ［L1a・類題］Ｘは、外国に住む画家Ａから名画を販売又は賃貸の目的で預かった（賃貸について
は、Ｘが賃貸人となって第三者と賃貸借契約を締結することを所有者Ａが承諾する旨が定められてい
た）。Ｘは、その絵をＹに賃料年20万円で1年間賃貸する契約をＹと締結して、1年分の賃料と引換え
に引き渡した。その際に、ＸはＹに、その絵の市場価格は200万円だと告げた。ところが、それから
6ヵ月後に、Ｙは、自分が経営する高級喫茶店に飾っていたその絵を自分の所有する絵だと偽って善
意無過失の美術愛好家のＢに120万円で売却し、引き渡してしまった。その直後にＹについて破産手
続が開始された。（α）Ｂがまだ代金を支払っていない場合に、Ｘはどうすることができるか。
（β）破産管財人がＢから代金を受け取った場合に、Ｘはどうすることができるか。なお、Ａは、破
産管財人に対して、なんの権利行使もしていない。

ヒント： 62条・64条・148条1項5号・2条5項・100条・111条。民法192条・467条・709
条。200万円と120万円との差額の損害賠償請求権をＸが破産債権として行使することができ
るかについても論ずることが期待されている。

別除権別除権

1. ［L1］Ｙ会社について破産手続が開始された。
　 （1）破産手続開始の4週間前に、Ａは、Ｙ会社に、100万円の機械αを代金の支払時期を6週間後
と定めて販売し、商品を即日納入した。破産手続開始後に、Ａは、動産売買先取特権に基づき、機械
αの競売を申し立てることができるか。
　 （2）Ｙ会社の従業員であるＢは、破産手続開始の前日に退職し、退職時の給与の10月分相当額の
退職金債権を有している。Ｂは、破産手続開始後に、退職金債権のための先取特権（民法306条・
308条）を行使して、民事執行法により会社財産の競売を申し立てることができるか。

ヒント：　民法311条5号・306条・308条、破産法2条9項・65条・98条。
ヒント：　一般の先取特権が別除権とされていないことの理由を説明する中で、78条に言及す
ることが望ましい。
メモ：　以前は、下記のような問題にしていたが、何を論ずべきかがわかりにくいようで、
2010年度春学期末の試験では、良い答案を書いてもらえなかった。上記のように修正して良
い答案を書いてもらえることを期待しているところである。

［L1］Ｘは、Ｙ株式会社の従業員である。Ｙ会社が破産した。Ｘは、Ｙ会社に対して、退
職金債権のための先取特権（民法306条・308条）を行使して、民事執行法により会社財産
の競売を申し立てることができるか。

ヒント：破産手続における担保権の取扱いについて述べ、一般の先取特権が別除権
とされていない理由を述べること
ヒント：民法306条・308条、破産法2条9項・65条・98条。
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2. ［L1］Ａ社はＢ社に7000万円を年利8%・期間1年の約定で貸し付け、その担保のためにＢ所有の不
動産上に第一順位の抵当権の設定を受け、その登記を経由した。それから4か月後にＢの取引先が突
然破産し、そのあおりで、Ｂも破産した。ＡがＢに貸付けをしてから半年後のことであった。

次の小問に答えなさい。なお、消費貸借契約書には、「債務者について破産手続開始申立てがなされ
た場合には、期限の利益が喪失される」旨の条項が含まれているものとする。

（1） Ａは、抵当権を破産手続外で実行することができるか。
（2） Ａは、抵当不動産の売却価額が約2000万円であると予想される場合に、7000万円および破産
手続開始の前日までの利息280万円の全額を破産債権として行使できるか。

ヒント：　小問1について、破産法2条9項・10項・65条。小問2について、破産法108条1
項・198条3項。
ヒント：　次の条文には言及しなくてよい：184条2項・210条。なお書があるので、次の条
文にも言及しなくてよい：民法137条1号、破産法103条3項。
ヒント：　破産手続開始後の利息ないし遅延損害金に関する記述も、競売手続において回収す
ることができる金額に関する記述もないので、後掲の問題と比較すると幾分粗雑な問題であ
る。そのようにした趣旨は、この点は議論しなくてもよいという点にある。すなわち、小問
（2）の結論部分は、次の記述で足りる：「Ａが破産債権として行使することができる金額
は、7280万円のうち、担保競売手続により回収することができなかった残額（不足額）であ
る」。
メモ　なお書は、根拠条文数を減らすための措置である。なお書がなくても、民法137条1号
により抵当権の実行は可能となり、また、不足額を破産債権として行使することは破産法103
条3項により可能となるが、それらを根拠条文として挙げる負担を軽くするために、なお書を
付した。

3. ［L1］Ａ社は5年ほど前からＢ社に原材料を供給している。その売掛代金債権の担保のために、取引
開始の時点で、Ｂ社所有の不動産上に第一順位の根抵当権（極度額5000万円）の設定を受け、その登
記を経由している。ところが、1月10日にＢ社の取引先が突然倒産したあおりで、Ｂ社について3月3
日に破産手続開始申立てがなされ、3月23日に破産手続が開始された。破産手続開始時点でのＡ社の
Ｂ社に対する売掛代金債権額は4000万円で、弁済期は破産手続開始の日と同じであった。また、この
代金債権について、利息の約定はないが、遅延損害金の約定はあった。

下記の2つの小問に答えなさい。なお、抵当権を実行すれば、不動産の売却代金から手続費用を控除
した2100万円がＡ社に交付され、そのうち100万円は弁済期の翌日から代金交付までの間の遅延損害
金100万円に充当され、2000万円が代金（元本）に充当されるものとする。

（1）Ａ社は、根抵当権を破産手続外で実行することができるか。
（2）Ａ社は、4000万円全額を破産債権として行使できるか。

ヒント：　破産法2条9項・10項・65条・108条1項・198条3項。
ヒント：　次の条文には言及しなくてよい：184条2項・210条

4. ［L2］Ａ社は、Ｂ社に7000万円を年利8%・期間1年の約定で貸し付け、その担保のためにＢ社所有
の不動産上に第一順位の抵当権の設定を受け、その登記を経由した。それから4か月後にＢ社の取引
先が突然破産し、そのあおりで、Ｂ社も破産した。ＡがＢ社に貸付をしてから半年後のことであっ
た。

下記の2つの小問に答えなさい。なお、消費貸借契約書には、「債務者について破産手続開始申立て
がなされた場合には、期限の利益が喪失され」る旨の条項が含まれているものとする。また、抵当権
を実行すれば、破産手続開始の日から1年後に不動産の売却代金から手続費用を控除した2000万円全
額がＸに交付されるものとする。

（1） Ａ社は、抵当権を破産手続外で実行することができるか。
（2）Ａ社は、7000万円および破産手続開始の前日までの利息280万円の全額を破産債権として行使
できるか。
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ヒント：　破産法2条9項・10項・65条・108条1項・198条3項。
ヒント：　次の条文には言及しなくてよい：184条2項・210条
ヒント：　担保競売手続において、破産手続開始の日から代金交付日までの間の利息ないし遅
延損害金の額は、560万円である。Ａ社に交付される2000万円のうちから、まず、利息及び遅
延損害金の合計額（280万円＋560万円＝840万円）に充当され、残額が元本に充当される。
このことも考慮して解答すること。

5. ［L1］Ｘ株式会社は、Ｙ株式会社から委託を受けてＹ会社所有の半製品を加工している。Ｘ会社は、
加工代金債権の弁済を得るまでＹ会社から預かった半製品に商事留置権を行使することができる（商
法521条）。Ｙ会社について破産手続が開始された。Ｘ会社の留置権は、破産手続上どのように扱わ
れるか。

6. ［L3］Ｘ（個人）は衣料品の加工業者である。Ａ会社から半製品を加工して完成品に仕上げる仕事を
1着200円で請け負っている。Ａ社は、Ｘが仕事を納期に間に合わせるように優先的に行うことを条件
に、毎月最低でも2000着分の仕事を廻すことを保証し、納期厳守の義務が生ずるのは最高で4000着
分であるとした。実際には、今年に入ってからは毎月2000着分の仕事しか廻ってこなかった。加工賃
は、月末締めで翌々月の25日に支払われる。ある年の1月分（2000着）の加工を22日に完了して納品
し、3月25日に1月分の工賃を受領する予定であった。ところが、Ａ社は資金繰りが苦しいと言って支
払をしないまま、3月30日に破産手続開始の申立てをした。2月22日に納品した2月分（2000着）の
工賃の支払も危ない。Ｘの手元には4月に加工する素材が2000着がすでに届けられている。また、Ｘ
の加工した製品のうち、3月分（2000着）のみは、まだＸの手元にある。この状態で、4月15日にＡ
社について破産手続が開始された。Ｘは、加工賃の回収のために、どのようにしたらよいか。必要に
応じて場合分けをして解答しないさい。
なお、半製品は、そのままでは、1着500円程度でしか売却できず、Ｘが加工した完成品は小売店で
3000円で売却されているが、倒産会社の商品として小売業者に売却するとなると、1000円になるも
のとする。 

ヒント：　商法521条、破産法66条1項、最高裁判所平成１０年７月１４日第３小法廷判
決（平成７年（オ）第２６４号）、及び民法324条・308条（308条は、雇傭関係の存在を要
件としており、雇傭関係と評価される法律関係を生じさせる契約であれば、雇用契約の場合に
限らず、請負契約の場合にも適用があると解されている（［内田*民法３］510頁））。しか
し、問題文に記載した事情のみで雇用関係の存在を肯定できるとは断定できないので、記載さ
れた事実関係をもとに雇用関係の存否の判断を書きつつ、その存在を認定できると場合と、認
定できない場合とに分けて検討すること）。

相殺権相殺権

1. ［L1］ＹはＸに対して100万円の貸金債権（α債権）を有している。Ｘは、Ｙから100万円の機械
（新品）を購入することにし、代金を先に支払った。メーカからその機械がＹの営業所に配達される
前にＹについて破産手続が開始され、Ｘはその機械を入手することができなかった。Ｙの破産管財人
がＸに対してα債権の弁済を求めてきた。Ｘは、どうするのが一番得か。なお、破産手続開始当時に
おける当該機械の市場価格は100万円であるとする。

ヒント：民法505条、破産法67条・68条・103条

2. ［L1］平成18年8月31日午前11時に、Ａ社について破産手続開始の決定がなされた。これに先だっ
て同年4月28日、Ｙ銀行は、Ａの委託を受けて、Ａ社が同日から平成19年4月27日までの間にＢ社に
対して負う買掛債務及び手形債務の元本について保証人になった。Ｂから通知を受けて、Ｙは、Ｂの
保証債務履行請求の内容を精査の上、平成19年3月27日に、保証債務の履行として、ＡのＢに対する
800万円の債務の代位弁済をした。これによりＹはＡに対し800万円の求償権を取得するとともに
（民法459条1項）、Ｂ社がＡ社に対して有していた売掛代金債権等を代位取得した（民法500条・
501条）。Ａは、破産手続開始当時にＹ銀行に対して元本1000万円の預金債権を有していたので、Ａ
の破産管財人Ｘは、この預金契約を解約して、Ｙに対して預金1000万円と利息の払戻しを求めたとこ
ろ、Ｙが前記求償権との相殺の意思表示をした。
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　上記の事例について、下記の問に答えなさい。
　（1）Ｙは、代位取得したＢのＡに対する売掛代金債権等を自働債権にして、ＡのＹに対する預金
債権と対当額で相殺することができるか。
　（2）Ｙは、Ａに対する求償権を自働債権にして、ＡのＹに対する預金債権と対当額で相殺するこ
とができるか。

ヒント：　破産法2条5項・67条・72条。民法459条・500条・501条・505条。

3. ［L2］平成18年8月31日午前11時に、Ａ社について破産手続開始の決定がなされた。これに先だっ
て同年4月28日、Ｙ銀行は、Ａ社が同日から平成19年4月27日までの間にＢ社に対して負う買掛債務
及び手形債務の元本について、Ａの委託を受けることなく、Ｂから保証料を徴して、保証人になっ
た。Ｂから通知を受けて、Ｙは、Ｂの保証債務履行請求の内容を精査の上、平成19年3月27日に、保
証債務の履行として、ＡのＢに対する800万円の債務の代位弁 済をした。これによりＹはＡに対し
800万円の求償権を取得した（民法462条）。Ａは、破産手続開始当時にＹ銀行に対して元本1000万
円の預金債権を有していたので、Ａの破産管財人Ｘは、この預金契約を解約して、Ｙに対して預金
1000万円と利息の払戻しを求めたところ、Ｙが前記求償権との相殺の意思表示をした。Ｘは、この相
殺は許されないと主張して、預金返還請求の訴えを提起した。
　上記の事例について、下記の問に答えなさい。
　（1）ＹのＡに対する求償権の原因は何か。この求償権は破産債権になるか。
　（2）Ｙは、Ａに対する求償権を自働債権にして、ＡのＹに対する預金債権と対当額で相殺するこ
とができるか。

ヒント：　破産法2条5項・67条・72条・103条・104条。民法462条・500条・501条・505
条・697条・702条。
ヒント：　最高裁判所 平成２４年５月２８日 第２小法廷 判決（平成２１年（受）第１５６７
号）民集66巻7号3123頁。
参考文献：　栗田隆「無委託保証人が主債務者の破産手続開始後に保証債務を履行したことに
よる求償権の破産債権性と相殺制限（最判平成24年5月28日（平成21年（受）第1567
号））」関西大学法学論集62巻6号306頁－325頁

4. ［L3］Ｘは、ＹがＡに負っている1500万円の債務について、連帯保証人になった。3年後にＹについ
て破産手続開始の申立てがなされ、まもなくして開始決定が下された。破産手続開始当時におけるＹ
のＡに対する債務額は1000万円である。Ａは、Ｙから債権の回収を図ることを諦め（Ｙの破産手続に
参加することなく）、Ｘに保証債務の履行を求めている。ところで、Ｙは、Ｘに1000万円の代金債権
を有していて、破産管財人がその履行を求めた。Ｘは保証債務をまだまったく履行していないが、適
当な時点でＸのＹに対する求償権とＹのＸに対する代金債権とを相殺したいと考えている。これは可
能か。いつの時点で可能になるか。（α）ＸがＹの委託を受けた保証人である場合と、（β）委託を
受けない保証人で、かつ、そのことをＹがまったく知らされていない場合とに分けて、検討しなさ
い。

ヒント：破産法2条5項・67条・70条・72条・198条2項・201条2項、民法460条・461条・
462条。
ヒント：（β）について、最高裁判所 平成２４年５月２８日 第２小法廷 判決（平成２１年
（受）第１５６７号）。
メモ： ＹのＸに対する債権を代金債権としたのは、単純に、民法509条の適用問題が生ずるの
を防ぐためである。 Ｘを金融機関にして、 ＹがＸに対して預金債権を有するとの設定でもよ
い。

5. ［L1］ＹがＸに対して100万円の代金債権（α債権）を有している。Ｙの財産状態が悪化し、支払が
停止された。それを知ったＸは、ＢがＹに対して有する100万円の貸金債権（β債権）を20万円で買
い受け、代金を支払うのと引き換えにＢからＹ宛の債権譲渡通知書を受け取り、直ちに配達証明付き
内容証明郵便で送った（この債権について譲渡禁止特約はない）。それから6月後に、Ｙについて破
産手続開始の申立てがなされ、2週間後に開始決定が下された。破産管財人がＸにα債権の支払を求
めた。Ｘは、弁済期が到来しているβ債権と相殺すると主張した。この主張は、認められるか。 

ヒント：破産法72条

6. ［L1］Ｘ銀行は、Ｙに1000万円の貸金債権を有している。Ｙは、ある商品をＡに1000万円で販売し
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た。売買契約の中で、代金はＸ銀行にあるＹの預金口座に振り込む方法で支払うことが合意されてい
た（この合意にＸ銀行は関与していない）。その後、Ｙについて破産手続が開始され、Ｚが破産管財
人に選任された。（1）そのことを知らないＡは、破産手続開始の翌日に代金1000万円をＸ銀行のＹ
の預金口座に振り込んだ。ＺがＸ銀行に預金の払戻しを求めたところ、Ｘ銀行は、貸金債権と相殺す
ると主張した。この主張は認められるか。（2）Ａによる振込みが破産手続開始の前日になされてい
た場合はどうか。

ヒント：破産法67条・71条

7. ［L1a］Ａは、Ｙに対して50万円の債務を負っている。Ｙについて破産手続開始の申立てがなされた
後で、「お前がさっさと弁済しないから、俺が破産手続開始申立てを受けてしまったではないか！」
と叫ぶＹから強硬な取立てを受けた。Ａは、Ｙの暴行により生じた傷の治療のために30万円の治療費
を支出し、慰謝料60万円によって慰謝されるべき精神的損害を受けたと主張している。しかし、Ｙは
これを争い、Ａの傷は、ＹがＡの自宅から帰ろうとした時に、Ａ自身の自傷行為により生じたもので
あると主張し、たとえＹの取立行為が原因であるとしても、慰謝料額はそんなに多くないと争ってい
る。その後、Ｙについて破産手続が開始された。破産管財人がＡに50万円の支払を求めてきた。Ａ
は、これを支払わなければならないか。Ａは、自己の損害賠償請求権について、どうすべきか。 

8. ［L1］ある年の9月15日に、Ａ社は、Ｙ社に納入した原材料の代金債権についてＹ社を振出人とする
1億円の約束手形を受け取った（支払期は同年10月25日で、利息の約定なし）。その日の夜にＡ社の
取締役であるＰは、Ｙ社に勤務する旧知のＱから、内密の話として、Ｙ社が支払不能の状況に陥って
いることを知らされた。Ａ社の取引先にＢ社があり、Ａ社はＢ社から1億円の融資を受けていて、そ
の弁済期も同年10月25日である。Ｂ社はＹ社から製品を購入する立場にあり、Ｙ社の財産状況につい
てはあまり注意を払っておらず、Ｙ社が支払不能の状況にあることを知らずにいる。Ａ社は、Ｂ社が
Ｙ社から1億円の商品を購入し、その代金債務の支払期も同年10月25日であることを9月16日に知っ
た。

Ｙ社は、10月9日に支払停止をし、10月10日に自ら破産手続開始の申立てをした。10月20日に破産
手続が開始された。次の2つのケースにおいて、Ｙ社の破産管財人Ｘは、Ｂ社に対する商品代金債権1
億円（又はその相当額）を回収することができるか。 

ケース1　　9月18日に、Ａ社は、Ｙ社が支払不能の状況にあることを伏せて、Ｂ社に次の申
出をした：Ｂ社がＹ社に対して負っている債務をＡ社が引き受ける；Ａ社の出捐により当該債
務を消滅させた後でＡ社がＢ社に対して有することになる求償債権とＢ社のＡ社に対する貸金
債権とを相殺する。Ｂ社がこれを了承し、Ａ社とＢ社との間で、重畳的債務引受契約書が作成
され、それが即日Ｙ社の代表取締役に交付された。Ｙ社の代表取締役は、即日、受益の意思表
示（重畳的債務引受を承認する旨の意思表示）をＡ社にした。10月25日に、Ａ社はＹ社の破
産管財人に対して、手形を呈示しながら、重畳的に引き受けた債務と手形債権とを相殺する旨
の意思表示をした。Ａ社は、そのことをただちにＢ社に通知し、これに関する一件書類の写し
を交付するとともに、Ａ社のＢ社に対する求償債権とＢ社のＡ社に対する貸金債権を対当額で
相殺する旨の意思表示をした。
ケース2　　9月18日に、Ａ社は、Ｙ社が支払不能の状況にあることを伏せて、自己の資金繰
りが苦しいと述べながら、Ｂ社に次の申出をした：Ａ社がＢ社に対して負っている債務の弁済
のためにＹ社振出の手形を9950万円で譲渡し、その代金債権とＢ社のＡ社に対する債権とを
相殺する；元本との差額50万円と利息は、10月15日に支払う；Ｂ社が手段を尽くしたにもか
かわらず手形金を回収することができなかった場合には、取立不能の金額が確定した後に、そ
の金額をＡ社がＢ社に補填する。Ｂ社はこれを了承し、上記の趣旨を記載した念書を作成し
て、直ちに手形の裏書譲渡がなされた。10月25日に、Ｂ社はＹ社の破産管財人に対して、手
形を呈示しながら、代金債務と手形債権とを相殺する旨の意思表示をし、Ａ社から先に合意し
た差額の50万円と利息を受け取った。

ヒント1：　破産法67条・71条1項2号・72条1項2号の規定の趣旨を述べ、要件の充足を確認
すれば足りる。その意味でのレベル1の問題である。
ヒント2：　次の類題のヒント参照。
メモ：ケース1の中の「Ｙ社の代表取締役は、即日、受益の意思表示（重畳的債務引受を承認
する旨の意思表示）をＡ社にした。」の文言は、重畳的債務引受の場合でも、同契約は第三者
のための契約であり、債権者が債務引受人に対して債権を取得するためには債権者の受益の意
思表示が必要であるとの立場にたっても問題が意味を持ち得るようにするためである。この立
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場に立てば、当然、この受益の意思表示を破産管財人は否認することができるかが問題となろ
う。

9. ［L3・類題］不況が続くある年のことである。9月15日に、Ａ社は、Ｙ社に納入した原材料の代金債
権についてＹ社を振出人とする1億円の約束手形を受け取った（支払期は同年10月25日で、利息の約
定なし）。Ａ社は、取引先のＢ社から1億円の商品を購入しており、その弁済期も同年10月25日であ
る。Ｂ社はＹ社から製品を購入する立場にあり、Ｂ社の役員全員がＹ社の財産状況についてはあまり
注意を払っておらず、決算書に記載された通りに健全な財務状況にあると思っている。Ａ社の代表取
締役Ｅは、Ｂ社がＹ社から1億円の商品を購入し、その代金債務の支払期も同年10月25日であること
を聞かされていた。 
　 Ｙ社は、10月1日に支払停止をした。10月8日に破産手続開始の申立てがなされた。次の4つの
ケースにおいて、Ｙ社の破産管財人Ｘは、Ｂ社に対する商品代金債権1億円又はその相当額をＢ社又
はＡ社から回収することができるか。

ケース1　　9月16日夜に、Ｙ社の経理課長がＡ社の代表取締役Ｅだけに、「ここだけの話で
すが」との前置きを付して、Ｙ社が支払不能の状況に陥っていることを知らせた。Ｅは、経理
課長に資料に基づく詳細な説明を求め、このことを確認した。9月18日朝に、Ｅは、Ｙ社が支
払不能の状況にあることを伏せて、Ｂ社の役員Ｆに次の申出をした：Ｂ社がＹ社に対して負っ
ている債務をＡ社が引き受ける；Ａ社の出捐により当該債務を消滅させた後でＡ社がＢ社に対
して有することになる求償債権とＢ社のＡ社に対する代金債権とを相殺する。Ｂ社がこれを了
承し、Ａ社とＢ社との間で、重畳的債務引受契約書が作成され、それが即日Ｙ社の代表取締役
に交付された。Ｙ社の代表取締役は、即日、受益の意思表示（重畳的債務引受を承認する旨の
意思表示）をＡ社にした。10月20日に、Ｙ社について破産手続が開始された。10月25日に、
Ａ社はＹ社の破産管財人に対して、手形を呈示しつつ、重畳的に引き受けた債務と手形債権と
を相殺する旨の意思表示をした。Ａ社は、そのことをただちにＢ社に通知し、これに関する一
件書類の写しを交付するとともに、Ａ社のＢ社に対する求償債権とＢ社のＡ社に対する代金債
権を対当額で相殺する旨の意思表示をした。
ケース1ａ　ケース1において、破産手続が開始されたのが10月30日の場合はどうか。　　　
ケース2　　9月18日朝に、Ａ社の代表取締役Ｅは、Ｂ社の役員Ｆから、10月25日に弁済期が
到来するＢ社のＡ社に対する債権について、履行が確実になされることの確認を求められた。
Ｅは、Ａ社の資金繰りが厳しくなっていたので、Ｆにその旨を述べながら次の申出をした：Ａ
社は、Ｂ社に対して負っている債務の弁済のためにＹ社振出の手形を9950万円でＢ社に譲渡
し、その代金債権とＢ社のＡ社に対する債権とを相殺する；元本との差額50万円と利息は、
10月25日に支払う；Ｂ社が手段を尽くしたにもかかわらず手形金を回収することができな
かった場合には、取立不能の金額が確定した後に、その金額をＡ社がＢ社に補填する。Ｆはこ
れを了承し、上記の趣旨を記載した念書を作成して、直ちに手形の裏書譲渡がなされた。9月
20日夜に、Ｙ社の経理課長がＥだけに、「ここだけの話ですが」との前置きを付して、Ｙ社が
支払不能の状況に陥っていることを知らせた。Ｅは、経理課長に資料に基づく詳細な説明を求
め、このことを確認した。10月20日に、Ｙ社について破産手続が開始された。10月25日に、
Ｂ社はＹ社の破産管財人に対して、手形を呈示しつつ、代金債務と手形債権とを相殺する旨の
意思表示をし、Ａ社から先に合意した差額の50万円を受け取った。
ケース2ａ　　ケース2において、Ｙ社が支払不能の状況に陥っていることがＹ社の経理課長
からＥに知らされたのが、9月16日夜であり、9月18日に、ＥがＦにこのこと（Ｙ社の支払不
能）を伏せて前記の申出をした場合はどうか。

ヒント（ケース1について）：　破産法67条・71条1項2号の規定の趣旨を述べ、Ａ社による
相殺の可否を論ずること。
ヒント（ケース1aについて）：　破産法71条1項2号・72条1項2号が、破産手続開始前にな
された相殺にも適用されるかを問う単純な問題である。規定の趣旨に基づいて適用範囲を論
じ、結論を書けば足りる。
ヒント（ケース2について）：　破産法72条1項2号の規定の趣旨を述べ、Ｂ社による相殺の可
否を論ずること。その上で、Ｂ社に対する商品代金債権相当額をＡ社に支払わせるために破産
管財人がなしうる適当な主張があるのであれば、それを論述し、その主張が裁判所に認められ
るかどうかの評価もすること（「このような主張も考えられるが、しかし・・・のことを考慮
すると、裁判所によって認められる可能性は低いであろう」あるいは「認められてよいと思わ
れる」など）。最高裁判所 昭和５３年５月２日 第３小法廷 判決（昭和５２年（オ）第６７６
号）をふまえて論述することが望ましい。

file:///Users/maron/ATA-1/webContents/kurita/casebook/showa/53/s530502supreme.html


19/07/05 18:54栗田隆/破産法2/練習問題/レベル1

ページ 27/38file:///Users/maron/ATA-1/webContents/kurita/hasan2/exercise/TMPd50ovu6n5a.htm

ヒント（ケース2aについて）：　ケース2についてのヒント参照。前掲最高裁判所 昭和５３年
５月２日 第３小法廷 判決の射程距離を論ずることが望ましい。
メモ：　旧破産法第104条〔相殺の禁止〕

　左ノ場合ニ於テハ相殺ヲ為スコトヲ得ス 
　　1　破産債権者カ破産宣告ノ後破産財団ニ対シテ債務ヲ負担シタルトキ 
　　2　破産債権者ガ支払ノ停止又ハ破産ノ申立アリタルコトヲ知リテ破産者ニ対シテ
債務ヲ負担シタルトキ但シ其ノ負担ガ法定ノ原因ニ基クトキ、破産債権者ガ支払ノ停
止若ハ破産ノ申立アリタルコトヲ知リタル時ヨリ前ニ生ジタル原因ニ基クトキ又ハ破
産宣告ノ時ヨリ1年前ニ生ジタル原因ニ基クトキハ此ノ限ニ在ラズ 
　　3　破産者ノ債務者カ破産宣告ノ後他人ノ破産債権ヲ取得シタルトキ 
　　4　破産者ノ債務者カ支払ノ停止又ハ破産ノ申立アリタルコトヲ知リテ破産債権ヲ
取得シタルトキ但シ其ノ取得カ法定ノ原因ニ基クトキ、債務者カ支払ノ停止若ハ破産
ノ申立アリタルコトヲ知リタル時ヨリ前ニ生シタル原因ニ基クトキ又ハ破産宣告ノ時
ヨリ1年前ニ生シタル原因ニ基クトキハ此ノ限ニ在ラス

メモ：　ＥがＹ社の支払不能を知らされたことに関する事実の記述が抽象的であるために、規
範の適用の問題として単純すぎる。支払不能の概念の理解の確認のために、この部分の記述を
詳しくするとおもしろい問題になる。しかし、問題文が非常に長くなる。なお、「Ｙ社の経理
課長が・・・Ｅだけに、「ここだけの話ですが」との前置きを付して、」との記述は、課長に
よる「支払不能の知らせ」が支払停止（支払不能の状態にあることの外部への表明）に該当し
ないようにする趣旨で付加した。

10. ［L1a］Ｘは、Ｙに建物の建築工事を注文した。建物が完成し、未払の工事代金10億円の弁済期が6
か月後に迫っている。しかし、建築請負契約を締結したのがバブル期で、今考えると約定の工事代金
額もずいぶん高かったし、完成間近の建物にもいろいろ不満があり、Ｘは、工事代金を3億円ほど減
額させてやりたいと考えている。そんなとき、Ｙの取引先が倒産し、これに連鎖してＹの資金繰りが
非常に苦しくなり、弁済期にある大口の債務を支払うことができない状況に立ち至った。Ｙは、15日
後に迫った7億円の手形の弁済資金の調達に苦慮し、Ｘに期限前の支払を依頼したが断られた。逆
に、Ｘから、Ｘの商品を代金後払で売ってやるから、それをＸが紹介するいくつかの業者に転売して
資金を調達したらどうかと提案された。せっぱ詰まっていたＹは、Ｘの提示する価格が少々高いこと
は認識していたが、信用力がない以上仕方ないと考え、それに応ずることにし、当該商品を10億円分
購入した。しかし、売り急いだために、6億5000万円でしか売れなかった。こうした無理な資金調達
をいくつか重ねて、Ｙの財務状態は一層悪化し、結局、破産手続が開始された。それは、ＸのＹに対
する債務の弁済期の日のことであった。破産管財人がＸに対して10億円の代金の支払を求めたとこ
ろ、Ｘは、売掛代金債権と相殺すると抗弁した。 
　次の2つの問に答えなさい。なお、詐欺の点については検討しなくてもよい。

　（１）ＹがＸから購入した商品の相場価格が、購入時点において10億円であった場合に、相
殺は認められるか。

　（２）その価格が7億円であった場合はどうか。（ＸＹ間の売買について詐欺は成立しない
ものとする）

ヒント：　小問2は、ＸＹ間の売買契約を否認することができるかどうかが、ポイントであ
る。否認権の成否の判断に必要な情報は書いたつもりであり、否認制度の趣旨を説明し、要件
が充足するかどうかを検討すること。いずれに判断してもよいが、反対の判断もありうるので
（率直に言えば、その判断が出題者の判断と違っている場合には採点が非常にしにくくなるの
で）、「もし、この点について反対の結論をとるのであれば、72条2項4号の要件は＊＊＊で
あるので、Ｘの相殺は、＊＊＊」と付記しておくこと。

11. ［L3］X会社は、Ｙ所有のビルを次の条件で賃借して営業を営んでいる：賃貸期間3年；賃料月100万
円；保証金は賃料の10カ月分；保証金は、賃貸借契約が終了し、Ｘ会社が建物を明け渡した後で返還
するものとし、保証金には利息を付さないものとする。Ｘが建物に入居してから2年後に、Ｙについ
て破産手続が開始された。 
（１）　破産管財人が賃貸ビルを売却する場合に、Ｘの保証金返還請求権はどうなるか。Ｘは保証金
を回収することができるか。 
（２）　Ｘがその建物の賃借を継続することを望んでいるとする。それにもかかわらず、破産管財人
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が賃貸借契約の解除を求めてきた場合に、Ｘはこれに応じなければならないか。 
（３）　その建物での営業が芳しくなく、Ｘが賃貸借契約を解除して営業場所を他に移転しようと考
えているとする。Ｘは、保証金を回収することができるか。回収するためにはどのようにしたらよい
か。 
（４）　上記（３）の場合に、次のような事情があるときは、どうなるか：Ｘが賃借建物に入居する
と、Ｙは直ちに将来の賃料3年分をＺに譲渡し、債権譲渡の登記がなされた；Ｘは、そのことを知ら
ないまま、従前どおり賃料をＹに支払っていたが、Ｙについて破産手続が開始されると、すぐにＺか
ら債権譲渡の登記事項証明書を付して債権譲渡の通知書が送られてきて、通知書には、今後1年分の
賃料はＺにお払い下さいと記されていた。Ｘは、保証金を回収することができるか。回収するために
はどのようにしたらよいか。

ヒント：　（２）につき、破産法56条、借地借家法31条1項
ヒント：　（３）と（４）につき、破産法70条後段、民法468条2項。

12. [L3]　ある不況の年の6月初旬のことである。Ａ会社は、そのｐ支店を通じて、Ｂ会社所有の賃貸用不
動産を9億円の価値のあるものとして買い受けることにした。その不動産は、次の条件で10社に賃貸
されていた：賃料月額50万円、管理費月額5万円；毎月25日に翌月分前払；保証金は賃料10ヶ月分。
賃借人の中にＹ会社がいて、その経営状況が悪化し、5月分と6月分の賃料を滞納していた。Ｂ社はＹ
社に対して未払賃料の催告をしているが、しかし、保証金にゆとりがあるので、Ｂ社はまだ契約を解
除していない。Ａ社がＹ会社に今後の賃料支払の見通しを問い合わせると、複数の債権者への弁済を
滞っている状態であるが、Ｃ社に販売した商品の代金がもうじき支払われるので、それが入金されれ
ば一気に資金繰りが好転して支払が可能になると言われた。Ａ社は、それを信用することにし、その
不動産を賃借権の負担付きで購入することにした。代金額は、上記9億円から保証金総額5000万円を
差し引いた8億5000万円にＹ社に対する未収賃料債権100万円を加えた8億5100万円と決定された。
売買契約書を作成して調印する前日に、Ｃ社の倒産が報道され、Ｙ社に多額の損失が生ずるであろう
との報道がなされた。Ａ社内でこの売買契約の締結のリスクを検討したが、万一にもＹ社について破
産手続が開始されたとしても保証金に余裕があり、また、倒産手続が開始される方が不動産の明渡し
がスムーズにいくであろうと判断された。ただ、Ｙ社の今後の賃料債務についてはＢ社に債務保証を
行わせるべきであるとの結論が出された。翌日（6月10日）に、代金額を上記のように定めた売買契
約書が調印されるとともに、Ｙ社の7月分以降1年間の賃料債務をＢ社が保証する旨の保証契約書が作
成され、さらに、賃貸人の地位をＡ社がＢ社から承継し、敷金500万円の返還債務をＡ社が引き受け
（対外的には併存的に引き受け、対内的にはＢ社の負担部分をゼロとし）、未収賃料債権については
Ｂ社がＡ社に譲渡する旨の合意書を作成され、この債務引受け及び債権譲渡の合意内容が即日Ｙ社に
内容証明郵便で通知された。予期されたように、7月10日にＹ会社は支払停止を表明するとともに、
翌日に破産手続開始申立てをし、8月1日に破産手続開始決定を受けた。ところで、Ａ会社のｑ支店
は、Ｙ会社に対して4月にある商品を販売していて、その売掛代金債権200万円を有していた。

（１）破産手続開始後・賃貸借契約終了までの賃料債権は、どのように扱われるか。 
（２）破産管財人が本件不動産を管財業務を行うために6ヶ月ほど賃貸借契約を継続したいと言って
きた。Ａ社は、破産手続開始前の未払賃料の存在を理由に、破産管財人に対して賃貸借契約の解除の
意思表示をして、即時明渡を求めることができるか。 
（３）Ａ社は、ｐ支店を通じて負った前記1000万円の保証金返還債務とｑ支店を通じて取得した200
万円の破産債権とを対当額で相殺することができるか。

破産管財人破産管財人

1. ［L1］大阪に住所を有する一人暮らしの男（56歳）について破産手続が開始された。（ａ）破産者宛
てに、釧路市市役所から固定資産税の支払請求に関する郵便物が発送された。破産管財人は、この郵
便物を入手して、開封して読むことができるか。（ｂ）破産者と同姓のミュンヘン市在住の女性から
の外国郵便物（封書）はどうか。 

ヒント：破産法81条、憲法21条2項。
ヒント：「破産法81条について、具体例を挙げて説明しなさい」という問題と等価である。
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2. ［L2］Ａが長年にわたって代表取締役を務めているＹ株式会社について破産手続が開始され、Ｖが破
産管財人に選任された。

（１）　Ａは、破産手続開始申立てがなされる前に、決済期日の迫っているＹ社振出の約束手
形の弁済資金5000万円の融資を長年の取引先であるＰ会社に依頼した。Ｐ会社は、自らも資
金繰りが苦しかったために、これを断った。しかし、Ａがあまりにも懇願するので、Ｐ社の代
表取締役であるＱは、やむを得ず、「5000万円の手形を振り出すから、これで何とか資金を
調達してくれ。ただし、弁済期までには必ずその手形を当社に戻してくれ」と述べて、その旨
の念書を作成の上、Ｐ社を振出人、Ｙ社を受取人とする約束手形を振り出した。Ａは、これを
金融機関に持ち込んで割引を依頼したが、Ｐ社の経営状況を把握していないこと等を理由に断
られた。Ｙ社は、結局、支払不能に陥り、破産手続開始決定を受けてしまった。Ｖは、Ｐ社に
対して、Ｐ社振出の約束手形の支払を請求することができるか。 

（２）　Ｙ社は、破産手続開始の5年前に、その所有地をＲに建物所有目的で賃貸した。6か
月後にＲは、その土地に建物を建築したが、その建物について登記（表示の登記及び所有権保
存登記）がなされることはなかった。Ｙ社について破産手続開始の申立てがなされたことを
知ったＲは、破産手続開始の翌日に建物の登記の申請をし、その登記を得た。その土地を更地
にして売却しようと考えているＶは、Ｒに対して、建物収去土地明渡しを請求することができ
るか。 

（３）　Ａは、友人のＳから、「債権者から住宅を差し押さえられそうだ。Ｙ社で不動産を買
い取ったことにして、私が賃借人として居住し続けることができるようにしてくれないか」と
頼まれた。そこで、市場価格7000万円の住宅について売買価格を5000万円とする売買契約
書、代金相当額について、Ｓを貸主・Ｙ社を借主とし、利率を年6%とする消費貸借契約書、
その住宅についてＹ社を賃貸人としＳを賃借人とし賃料を月額25万円とする賃貸借契約書、な
らびに、前記消費貸借契約の利息と賃料とを相殺し、固定資産税等の公租公課ならびに本件不
動産の管理に関する一切の費用はＳの負担とする旨の合意書が作成され、ＳからＹ社への所有
権移転登記が経由された。破産手続開始申立ての1年6か月前のことであった。破産手続開始
後に、Ｓが上記の事情を明らかにし、所有権移転の効力は生じていないと主張して、所有権移
転登記の抹消を求めてきた。Ｖは、Ａに確認を求めた結果、Ｓの主張が真実に合致していると
判断した。Ｖは、Ｓの要求に応じなければならないか。 

ヒント1：　（1）について、手形法77条・17条、最判昭和46･2･23判例時報622-102、
（2）について53条・56条。（3）について、民法94条、最判昭和37年12月13日判タ140号
124頁、。
ヒント2：　（2）について、49条が借地権の対抗要件としての建物の登記にも適用されるか
について議論すること。結論を明確にし、結論に見合った理由付けがなされているか否かで評
価する。なお、最判昭和48･2･16金融法務678-21頁 にも目を通しておくこと。
メモ：　2007年にレポート課題として、ごく基本的な問題を出したつもりであったが、小問
（2）のヒントの出し方が悪かったため（53条・56条を挙げずに最判昭和48･2･16金融法務
678-21のみ挙げ、また、49条に関しても何の指示をしなかったため）、小問2の採点に難渋
する羽目になった。このあたりは、経験により少しづつ改善されていく事柄なのだろう。

3. ［L3］Ｙについて破産手続が開始された。Ｙは、破産手続開始前に、下記のように各不動産に各利用
権を設定していた。破産管財人Ｖは、これらの利用権を否定して、各不動産を利用権の負担のない状
態で換価したいと考えている。Ｖは、各利用権者に対して地上建物を収去して不動産の明渡しを求め
ることができるか。各利用権者は、もし利用権が否定され、不動産を明け渡さざるを得ないのであれ
ば、これにより生ずる損害ないし損失の回復を得たいと考えている。損害ないし損失の回復を求める
権利は、破産手続上どのように扱われるか。

（１）Ｙの子であるＡは、Ｙ所有地を30年間無償で借りる契約（使用貸借契約）を結び、その
土地上に住宅を建築し、ただちに所有権保存登記をした。破産手続開始時点において、この使
用貸借契約の残存期間は25年であり、建物自体の評価額は1000万円である。

（２）Ｂは、Ｙ所有地を期間30年、権利金1500万円、毎年の借地料50万円の約定で賃借し
た。彼は、契約後すみやかに住宅を建築し、ただちに所有権保存登記をした。破産手続開始時
点において、この賃貸借契約の残存期間は25年であり、建物自体の評価額は2000万円であ
る。なお、賃貸借期間の満了したときに、賃貸借を同一の条件で更新するときには、その時点
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における適正地代の30年分を支払うことが約定されており、その点からこの権利金は賃料の一
部前払の性質を有すると判断されるものとする。

（３）Ｃは、Ｙ所有地を一時使用のために、期間7年、毎年の借地料は50万円、7年分の賃料
全額前払の約定で賃借した。彼は、7年分の賃料350万円を前払して契約した後、すみやかに
建物を建築し、ただちに所有権保存登記をした。破産手続開始時点において、この賃貸借契約
の残存期間は5年であり、建物自体の評価額は500万円である。なお、この土地賃借権は、借
地借家法25条の適用のある一時使用目的の借地権であるとする。

（４）Ｄは、（２）のＢと同様な条件で土地を賃借し、建物を建築したが、建物の登記をして
いなかった。Ｙについて破産手続が開始されたことを知って、あわてて建物の登記をした。そ
の他の状況は、（２）の場合と同じである。

（５）Ｅは、Ｙと地上権設定契約を締結した。地上権設定の対価は1500万円、毎年の地代50
万円である。彼は、地上権の設定を受けた後すみやかに住宅を建築した。しかし、建物の登記
も地上権設定登記もなされなかった。Ｙについて破産手続が開始されたことを知って、あわて
てＹの協力を得て地上権設定登記を経由した。破産手続開始時点において、この地上権の残存
期間は25年であり、建物自体の評価額は2000万円である。なお、地上権設定の対価は、地代
の一部前払の性質を有すると評価できるものとする。

4. ［L3・類題］次の各場合に、破産管財人Ｖは、建物所有者に建物収去土地明渡を請求することができ
るか。請求できるとした場合に、建物所有者は、どのような損失についてどのような請求をすること
ができるか。特に、建物収去によって生ずる損害の賠償請求の可否について論じなさない。 
　ａ．土地所有者ＡがＢに建物所有目的で賃貸借の登記をすることなく土地を賃貸し、Ｂが地上建物
を建築したが、建物について登記をすることなく1年を経過した後でＡについて破産手続が開始さ
れ、Ｖが破産管財人に選任された場合。 
　ｂ．土地所有者ＡがＢに建物所有目的で賃貸借の登記をすることなく土地を賃貸し、Ｂが地上建物
を建築したが、建物について登記をすることなく1年を経過した後でＡが土地をＣに譲渡し、その所
有権移転登記がなされた後でＣについて破産手続が開始され、Ｖが破産管財人に選任された場合。 
　ｃ．土地所有者ＡがＢのために建物所有目的の地上権を設定した（期間30年、地代の支払なし、地
上権設定の対価3000万円、地上権設定登記はしない）。Ｂが地上権設定の対価を支払って、土地の引
渡を受け、建物を建築した。しかし、地上権設定の時から1年後に、Ｂが建物の登記をする前に、Ａ
について破産手続が開始され、Ｖが破産管財人に選任された場合。 
　ｄ．土地所有者ＡがＢと建物所有目的で土地の使用貸借契約を締結し、Ｂが地上建物を建築した
が、建物について登記をすることなく1年を経過した後でＡについて破産手続が開始され、Ｖが破産
管財人に選任された場合? 
ｅ．Ａがその所有地をＢに売却する契約をＢと締結した。Ｂが代金の一部である3000万円を支払って
土地の引渡を受け、建物を建築した。Ｂは、残金1000万円を提供して所有権移転登記手続に協力する
ことを求めたが、Ａは、残金は2000万円であると主張して、これに応ぜず、むしろ建物収去・土地明
渡を求めてきた。その紛争がこじれているうちに、Ａについて破産手続が開始され、Ｖが破産管財人
に選任された場合。

破産債権破産債権

1. ［L1］Ｘは、その所有地をＹ会社に建物所有の目的で賃貸したが、Ｙ会社が賃料を支払わないので、
賃貸借契約を解除した。その直後にＹ社について破産手続が開始された。Ｘは、次の権利をどのよう
に行使すべきか。

a. Ｙが所有する建物を収去して賃貸土地の明渡しを求める請求権。
b. 破産手続の開始までの未払賃料および不法占拠を理由とする損害賠償請求権。
c. 破産手続開始後の不法占拠を理由とする損害賠償請求権。

ヒント：　aについて破産法62条、bについて2条5項・100条、cについて148条1項4号・2条
7項・151条。

2. ［L1］Ｘは、Ｙ会社に長年勤務していた。毎月の給料額は、50万円である。Ｙ社の経営が思わしくな
く、退職させられた。その翌日にＹ社について破産手続が開始された。Ｘは、1000万円の退職金債権
を有している。Ｘは、退職金債権をどのように行使したらよいか。なお、金額は、いずれも、税金や
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社会保険料を控除する前の金額であるとする。また、独立行政法人・労働者健康福祉機構が実施する
賃金立替払制度には言及しなくてよい。 

ヒント：破産法149条・98条、民法306条・308条

3. ［L1］小豆1トンの売買契約が締結され、買主が代金を支払った。売主が小豆の引渡しの準備をする
前に売主が破産した。買主は、どうしたらよいか。破産管財人に小豆の引渡しを請求できるかについ
ても言及すること。 

ヒント：破産法2条5項・100条・103条2項、111条

4. ［L1］ＸがＹに1000万円を貸し付け、ＺがＹの委託を受けてこの債務について連帯保証人となっ
た。弁済期が到来したのにＹが支払をしないので、ＺはＸの要求に押され100万円支払った。1週間後
に、Ｙについて破産手続が開始された。その1週間後に、ＺはＸにさらに300万円支払った。これから
Ｘは、破産債権の届出をしようと思う。ＸがＹの破産手続において行使できる破産債権額はいくら
か。Ｚは、Ｙの破産手続に参加することができるか。

ヒント：破産法104条。

5. ［L1・類題］ある年の2月1日にＸがＹに3000万円を貸し付け、ＺがＹの委託を受けてこの債務につ
いて連帯保証人となった。Ｙの財産状況は3月3日までは良好であった。ところが、3月4日に発生し
た大災害により、Ｙは、多くの資産を失なった。そのため、Ｙは、Ｘに対する債務の弁済期（同年7
月31日）が到来しても、弁済できなかった。ＸがＺに保証債務の履行を求め、同年8月8日に、Ｚは
500万円を支払った。同年8月10日に、Ｙが自己破産の申立てをし、8月21日に破産手続が開始され
た。その1週間後に、ＺはＸにさらに300万円を支払った。 なお、ＺＹ間の保証委託契約において
は、民法460条（事前求償権）の適用を排除する特約が合意されているものとする。

1. これからＸは、破産債権の届出をしようと思う。ＸがＹの破産手続において行使できる破産債
権額はいくらか。Ｚはどうか。

2. Ｘが破産債権の届出をしない場合に、Ｚは、どれだけの金額でもって破産手続に参加すること
ができるか。 配当手続への参加については、どうか。

3. ＹがＺに対して2000万円の債権を有している場合に、その弁済期である同年10月31日に破産
管財人から支払を求められたＺは、Ｙに対する求償権でもって相殺することができるか。最後
配当の公告は、翌年10月31日になされる予定であるとする。Ｘが破産手続に参加していない
場合について答えなさい。 

ヒント：破産法104条・67条・70条・72条・198条2項。
メモ　　当初は事前求償権の取扱いも論じさせる予定であったが、授業中に実施した小テスト
の答案状況に鑑みると、これを解答の範囲外にした方がよいと判断するに至った。そこで、問
題文の本文において、なお書を追加した。また、小問3について、Ｘが破産手続に参加してい
る場合についても論じさせると、学部生にとっては問題が難しすぎると思われるので、小問3
の末尾に、この場合を除外する趣旨の一文を追加した。小問3中の最後配当の公告の時期は、
70条・198条2項に言及させるためのヒントである（公告の時期は現実離れしているであろう
が、教室事例としてご容赦いただきたい）。

6. ［L1］Ｘは、友人Ｙに100万円を貸した。長年の友情により、無利子である。弁済期まであと1年半
の時点で、Ｙについて破産手続が開始された。Ｘがこの債権を破産債権として行使する場合に、劣後
的部分とそうでない部分とは、それぞれいくらか（金額は、計算式を示すだけでよい）。 

ヒント：破産法99条
ヒント：民事法定利率は、年5％である（民法404条）

7. ［L2］ＸがＹに対して7000万円の債権を有している。その債権の担保のために、Ａが所有する不動
産に抵当権が設定された。Ｙが破産手続開始決定を受けた。Ａがその不動産をＢに譲渡した。Ｘの抵
当権の放棄と引換えに、ＢがＸに3000万円を弁済した。Ｙの破産手続において、Ｘが行使できる破産
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債権額はいくらか。Ｂは、この破産手続に参加することができるか。 

ヒント：破産法104条、最高裁判所 平成１４年９月２４日 第３小法廷 判決（最高裁判所 平成
１２年（受）第１５８４号）。

8. ［L2］（１）Ｘは、水道供給事業者である。Ｘの顧客である個人商人Ａは、建物の１階でスボーツ用
品販売店を営み、2階・3階部分を住宅として使用していた。そのＡが水道料金をある年の１月分から
滞納し、同年5月15日に破産手続開始申立てをし、6月3日に破産手続開始決定を受けた。ＸのＡに対
する水道料金債権は、優先的破産債権となるか。なお、破産手続開始の申立てがなされた時点でＡら
家族は他に転居し、破産管財人は就任後直ちに水道供給契約を解除したものとする。 
（２）上記の場合に、ＡがＢ株式会社を設立して、Ｂ株式会社の名前でスボーツ用品販売店を営み、
水道事業者との給水契約の当事者がＢ株式会社である場合は、どうか。

なお、いずれの小問についても、破産法55条には言及しなくてもよい。 

ヒント：　破産法98条、民法306条・310条、最高裁判所 昭和４６年１０月２１日第１小法廷
判決（昭和４４年（オ）第１２５４号）。 

9. ［L2］　Ｇは、Ｓとの消費貸借契約に基づき、2口の債権を有している。1つは債権額100万円の債権
で、他は200万円の債権である（前者を「α債権」あるいはＳから見て「α債務」といい、後者を
「β債権」あるいは「β債務」という）。Ｚは、Ｓの委託を受けて、これら債務について連帯保証人
になった。Ｓについて破産手続が開始されたが、その前日における債権額は利息・遅延損害金を含め
て上記の通りであったとする。破産手続開始の前日にＺは、α債権についてのみ保証債務を完済する
ことができた。
　破産手続における配当率が10%であると仮定して、下記の小問に答えなさい（Ｇ又はＺが破産配当
により受領する金額も明示しなさい）。なお、Ｚがα債権について保証債務を履行したことによるＳ
に対する求償権について、履行日の法定利息（民法459条2項・442条2項参照）は無視しうるものと
する。
　（小問1）ＧがＳの破産手続に参加しない場合に、ＺはＳに対する求償権をもってＳの破産手続に
参加することができるか。できるとすれば、どのような債権をもって破産手続に参加し、どのような
配当を得ることができるか。
　（小問2）ＧがＳの破産手続に参加する場合に、Ｇはどのような債権をもって破産手続に参加する
ことができるか。また、Ｇが参加した場合に、Ｚは破産手続に参加することができるか；できるとす
れば、どのような債権をもって破産手続に参加することができるか。ＧとＺは、破産手続に参加でき
るとした場合に、どのような配当を得ることができるか。

10. ［L2b］　2001年4月1日にＧがＳに1000万円を貸し付けた。利息は、毎年3月31日に年5%の割合で
支払い、元本は2006年3月31日に返済することが約定された（2006年3月31日に、元本1000万円及
び最後の1年分の利息50万円が支払われるものとする）。Ｓの委託を受けたＺが連帯保証人になっ
た。
　次の小問に回答しなさい。なお、採点の都合があるので、劣後的破産債権については言及しなくて
もよい。

　（ケースＡ）財産状況が悪化したＳは2003年3月24日（月）に破産手続開始申立てを受け、このた
め消費貸借契約の約定に基づき期限の利益を喪失した。Ｓは、元本はもちろん、2002年3月31日に支
払うべき利息も支払うことができないまま、2003年4月1日（火）に破産手続開始決定を受けた。Ｚ
の財産状況は良好とは言えないが、まだ破産手続開始決定を受けるほどではない。Ｓの破産手続開始
の直前の2003年3月31日にＺが利息（この日までの利息である。以下同じ）の外に元本の一部200万
を返済し、さらに、破産手続中の2004年3月31日に利息の外に元本300万円をＧに支払った。その後
でＳの破産手続において最後配当がなされるものとする。
　（小問Ａ1）Ｚは破産手続に参加することができるか。できるとすれば、どのような債権をもって
破産手続に参加することができるか。
　（小問Ａ2）Ｇはどのような債権をもって破産手続に参加することができるか。Ｇはどの金額を基
準にして配当を受けることになるか。
　（ケースＢ）Ｓの財産状況は良好であり、2002年3月31日に約定の利息を支払った。しかし、Ｚの
財産状況が悪化したので、Ｇの要請により、2003年3月31日にＳが利息の外に元本の一部200万を繰
上返済した。その翌日の2003年4月1日（月）にＺについて破産手続が開始された。2004年3月31日
にＳが弁済期到来済みの利息の外に、Ｇの要請により元本の一部300万円を繰上返済し、その後でＺ

file:///Users/maron/ATA-1/webContents/kurita/casebook/heisei/14/h140924supreme5.html
file:///Users/maron/ATA-1/webContents/kurita/casebook/showa/46/s461021supreme.html
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の破産手続において最後配当がなされるものとする。
　（小問Ｂ1）ＳはＺの破産手続に参加することができるか。できるとすれば、どのような債権を
もって破産手続に参加することができるか。
　（小問Ｂ2）Ｇはどのような債権をもって破産手続に参加することができるか。Ｇはどの金額を基
準にして配当を受けることになるか。

ヒント（小問Ａ1）　　（α）破産手続開始前にＺは、利息・遅延損害金50万円と元本200万
円を支払ったことにより、250万円の求償権を取得し、これを破産債権として行使することが
できる（この外に代位弁済により、ＧがＳに対して有してた貸金債権の一部250万円を取得す
るが、これには言及しなくてもよい。言及すれば、若干加点される程度である）。（β）Ｚ
は、このほかに、将来保証債務を履行することにより取得する求償権（将来の求償権）を破産
債権として行使することができるが、Ｇが貸金債権の残額を破産債権として破産手続に参加す
る場合には、Ｚは将来の求償権を行使することができない（104条3項。その制度的理由も書
くこと）。多くの答案は（α）にのみ言及している。（β）にも言及すること。
ヒント（小問Ａ2）　　開始時現存額主義（104条1項）とその具体的内容である非控除原則
（104条2項）を説明すること（制度的理由も書くこと）。つまり、Ｓの破産手続中にＺがし
た元本300万円の弁済は、Ｇの破産債権額に影響しないことを明示すること。
ヒント（小問Ｂ1）　主債務について履行遅滞がないから、元本について履行期は未到来であ
る。それにもかかわらず、ＧがＺの破産手続において保証債権全額（破産手続開始後に履行期
が到来する利息債権は劣後的破産債権となり、普通は産債権となるのは元本1000万円の返還
請求権）を破産債権として行使することができることは、民法448条の例外になることを指摘
し、破産法105条はその例外を定めた規定であることを書く。
ヒント（小問Ｂ2）　ここでも、非控除原則を明示すること。なお、保証の破産手続中に主債
務者が弁済した場合については控除主義をとるべきであるとの少数説もあるが、言及しなくて
もよい。
メモ　この問題のヒントは、平成29年民法改正前の法状態を前提にしている。改正後の規定を
前提にする、結論及びその説明を変更する必要が生ずるかもしれない。
メモ　（小問Ａ2）は、次のように分けていた時期もあった。しかし、関連性が高く、両問の
正解は、実質的に同じ内容となるので、一つにまとめた。（小問Ｂ2）についても同様であ
る。
　 「（小問Ａ2）Ｇはどのような債権をもって破産手続に参加することができるか。
　　（小問Ａ3）Ｇはどの金額を基準にして配当を受けることになるか。」

11. ［L2b］　2017年4月1日にＧは、ＳとTに機械を1000万円で売却し、ＳとＴは、代金債務について
連帯債務者となった（連帯債務の負担割合は等しいものとする）。代金の弁済期は同年6月30日
（金）とされ、利息の約定はなされなかった。
　次の小問に回答しなさい。なお、採点の都合があるので、劣後的破産債権については言及しなくて
もよい。

　（ケースＡ）Ｔは、同年6月30日午前10時に500万円を支払った。しかし、財産状況が悪化したＳ
は、Ｇに何の支払もすることなく、同年6月30日午後3時に破産手続開始決定を受けた。Ｔは、さら
に、Ｓの破産手続中の同年7月31日に200万円を支払った。Ｓの破産手続における最後配当の公告お
よび配当は、2018年6月になされるものとする。
　（小問Ａ1）ＴはＳの破産手続に参加することができるか。できるとすれば、どのような債権を
もって破産手続に参加することができるか。
　（小問Ａ2）Ｇはどのような債権をもって破産手続に参加することができるか。Ｇはどの金額を基
準にして配当を受けることになるか。
　（ケースＢ）Ｔは、2017年6月30日午前10時に300万円を支払った。しかし、財産状況が悪化した
Ｓは、Ｇに何の支払もすることなく、同年6月30日午後3時に破産手続開始決定を受けた。Ｔは、さら
に、Ｓの破産手続中の同年7月31日に200万円を支払った。Ｓの破産手続において配当がなされる前
の2018年7月13日（金）に、Ｔについて破産手続が開始された。、Ｔの破産破産手続は迅速に進行
し、同年12月に最後配当の公告がなされ、1割配当がなされた。Ｓの破産手続における最後配当の公
告および配当は、2018年6月になされるものとする。
　（小問Ｂ1）Ｇは、Ｓの破産手続とＴの破産手続に各々いくらの金額で参加することができるか。
　（小問Ｂ2）Ｔ又はＴの破産管財人は、Ｓの破産手続に参加することができるか。できるとすれ
ば、どのような債権をもって破産手続に参加し、Ｔの破産管財人はどの金額を基準にして配当を受け
ることになるか。
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財団債権財団債権

1. ［L1］Ｘは、Ｙに対して2000万円の売掛代金債権を有している。ある年の9月下旬に、債権者Ｘは、
債務者Ｙについて破産手続の開始を申し立てた。申立手数料として2万円（民訴費用法別表第1第12
項）、各種費用の予納金（22条）として250万円を裁判所に納付した。同年10月上旬に破産手続開始
決定が下された。Ｘが前記2000万円の債権を届け出た後で、Ａが1000万円の貸金債権（ＡがＹに開
始決定の1年前に貸し付けたことにより生じた債権）を届け出た。Ｂ税務署長が所得税の未納額100万
円（開始決定がなされた年の3月が納期限であるもの）を破産管財人に主張している。
（1）Ｘが納付した金銭総計252万円は、破産財団から償還してもらえるか。その方法はどうなるか。
（2）Ｘの252万円の償還請求権とＸの2000万円の債権とＡの1000万円の債権との順位関係はどうな
るか。
（3）Ｂの租税債権は、破産債権として届け出ることは必要か。破産管財人がＢの租税債権とＸの252
万円の償還請求権との順位関係はどうか。

ヒント：破産法148条1項・2条7項・151条・152条2項 。

2. ［L1］債務者Ａは、Ｂ市内に不動産を10年前から所有している。その固定資産税の課税標準時は毎年
1月1日であり、税額は、ここ5年ほど同じで、年40万円である。Ｂ市の固定資産税は、4期に均等割
して分納され、各期の納期限は、毎年5月・7月・9月・12月の末日である（Ａは、毎年、各納付時期
に10万円を納付しなければならない）。Ａについて破産手続の開始が申し立てられた。包括的禁止命
令が発せられることなく、審理が進められ、［Ｘ］年6月15日に破産手続開始決定がなされた。Ａ
は、［Ｘ－３］年の第1期分から固定資産税を納付することができない状況が続いているが、滞納処
分を受けることなく現在に至っている。この不動産にはあまり善良とは言えない賃借人がいる。破産
管財人は、不動産の明渡しを得てから売却する予定であり、換価に至るまでに2年程度の時間がかか
る見込みである。
　 この不動産に対する固定資産税の支払は、どのようになるか。（ａ）破産手続開始前に原因のある
ものと、（ｂ）破産手続開始後に原因のあるものとに分け、前者については、（ａ1）破産手続開始
当時において納期限が到来してから1年を経過しているものと、（ａ2）1年を経過していないものと
に分けて説明しなさい。 

ヒント：破産法2条5項・7項・148条・151条・100条
メモ：納期限は、各自治体により異なる。設問の納期限は、2011年9月に閲覧した資料に記載
されていた大阪府吹田市の納期限に倣った。

否認権否認権

1. ［L1］Ｘは、Ｙに対して請負代金債権を有している。Ｙの別の債権者がＹについて破産手続開始の申
立てをした。その日の深夜にこれを知ったＸは、翌早朝、急いでＹの所に行き、Ｙの倉庫にある商品
による代物弁済を求め、Ｙにこれを承諾させた。Ｘは、商品をトラックに載せて、運び去った。午前
中にすべてが完了した。財産の処分禁止及び既存債務の弁済禁止を内容とする保全処分命令（28条）
が出されたのは、その日の15時であった。それから2週間後にＹについて破産手続が開始され、Ｚが
破産管財人に選任された。Ｚは、Ｘに対して何を主張できるか。 

ヒント：否認制度について説明する。この事例は、破産法160条ではなく、162条が適用され
る類型であることを説明する。 162条の要件が充足されることを確認する（必要最少限の規定
を用いて説明することを良しとする。162条2項を用いる必要のない事例であることに注
意）。167条・173条・176条について説明する（「Ｚは、Ｘに対して否認権を主張すること
ができる。」で終わりにしないこと。否認の請求については、簡単に言及すれば足りる。

2. ［L1］Ｘは、Ｙに対して請負代金債権を有している。Ｙの別の債権者がＹについて破産手続開始の申
立てをした。Ｘは、翌早朝、急いでＹの所に行き、Ｙの倉庫にある商品による代物弁済を求め、Ｙに
これを承諾させた。Ｘは、商品をトラックに載せて、運び去った。午前中にすべてが完了した。財産
の処分禁止及び既存債務の弁済禁止を内容とする保全処分命令（28条）が出されたのは、その日の15
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時であった。それから2週間後にＹについて破産手続が開始され、Ｚが破産管財人に選任された。破
産管財人は、上記の事実経過を証明することができるものとする。Ｚは、Ｘに対して何を主張できる
か。

ヒント：問題1のヒントを参照。ただし、162条1項1号の要件の充足に関し、162条2項の推
定規定に言及すること

3. ［L1］2011年6月15日（水）10時に、債務者Ｙ（自営業者）についてその債権者Ｐが破産手続開始
の申立てをした。翌日の15時に、財産の処分禁止及び既存債務の弁済禁止を内容とする保全処分命令
（28条）が出された。6月29日13時に破産手続開始決定がなされ、Ｚが破産管財人に選任された。破
産管財人は、次の場合に、Ｙの行為を否認することができるか。

i. Ａは、Ｙに対して6月1日を弁済期とする請負代金債権を有している。Ｐによる破産手続開始
の申立ての翌日の早朝7時にＹの所に行き、Ｙの倉庫にある商品による代物弁済を求め、Ｙに
これを承諾させた。Ｘは、商品をトラックに載せて運び去った。午前中にすべてが完了した。

ii. 6月15日15時に、ＢはＹから市場価値200万円の品物を180万円で買ってくれと頼まれた。Ｂ
は、ＰからＹについて破産手続開始申立てをしたことを知らされていたので、返事を渋ってい
ると、30分もしないうちに、売値の180万円が100万円になり20万円になった。Ｂは、その日
の16時に、Ｙに現金20万円を渡して、Ｙからその品物の引渡しを受けた。

iii. Ｃは、Ｙに対して6月1日を弁済期とする貸金債権100万円を有している。6月15日18時にＹ
宅に赴き、債務の弁済を強く迫った。ＹはＢから受領した現金20万円の内から10万円を支
払って、やっとＣに帰ってもらった。

なお、破産管財人は、上記の文中に述べられた事実は、容易に証明できるものとし、その他の事実に
ついては、証明できるかどうかは分からないものとする。

4. ［L1］大阪市内に居住するＸは、吹田市内に居住するＹの兄であり、Ｙに対して請負代金債権800万
円を有している。履行期が過ぎていた。Ｙが自己破産の申立てをした。翌日にＹが銀行振込みの方法
で、Ｘに債務の全額を弁済した。間もなくして、Ｙについて破産手続が開始され、Ｚが破産管財人に
選任された。Ｚが、前記弁済金の返還を求めて否認の請求をし、これを認容する決定が下され、Ｘが
異議の訴えを提起した。その訴訟で、ＸがＹの破産申立てを知っていたかどうかが争点となった。裁
判所が証拠調べをしたが、この点について確信をもつことができなかった。どうなるか。 

ヒント：　破産法162条。否認制度の趣旨についても説明すること
ヒント：　破産法174条や175条には言及しなくてよい。

5. ［L1］Ｘは、Ｙに対して請負代金債権を有している。Ｘは、注文通りに建物を完成させたと考えてい
る。しかし、Ｙが工事に欠陥があると主張して、代金を支払わないので、Ｘは、Ｙに対して請負代金
支払請求の訴えを提起した。請求認容判決が確定した。しかし、Ｙが欠陥工事により生じた損害の賠
償請求権と相殺するなどと主張して、代金の大部分を支払わないので、Ｘは、Ｙの不動産について強
制競売の申立てをした。競売手続の途中で、Ｙの別の債権者ＡがＹについて破産手続開始を申し立て
た。それを知ってＸはあわてたが、幸いと競売手続は順調に進み、破産手続開始申立てがあった日の
1週間後に配当金を受領した。それから2週間後に、Ｙについて破産手続を開始する決定が下され、Ｚ
が破産管財人に選任された。Ｚは、前記配当金の返還をＸに求めることができるか。なお、執行手続
中止命令や包括的禁止命令は、発せられていなかったものとする。

ヒント：　破産法162条・165条。否認制度の趣旨についても説明すること。
ヒント：　「Ｙが工事に欠陥があると主張して、代金を支払わない・・・。Ｙが欠陥工事によ
り生じた損害の賠償請求権・・・」 の部分の記述は、強制競売の申立て受けたことが「Ｙの
支払不能」と評価されることを避けるための記述である（支払不能の評価の余地はなお残る
が、答案では言及しなくてよい）。162条1項1号ただし書との関係では、イではなくロの要件
が充足されるかを確認すれば足りる。

6. ［L1］2005年6月6日に、Ｙは債務の弁済ができなくなって重要書類をもって夜逃げをした。1週間
後の6月13日に、債権者ＸがＹを見つけだして、金銭貸付の時に約束していたＹの別荘を代物弁済と
して譲渡することを要求し、Ｙから所有権移転登記に必要な書類を得た。Ｘは、翌日に登記申請をし
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て。登記を得た（仮登記はなされていなかったものとする）。翌年にＹの別の債権者ＡがＹについて
破産手続の開始を申し立て、申立てから3週間後に破産手続が開始された。次の2つの場合に、破産管
財人Ｚは、前記代物弁済を否認することができるかを、証明責任の点に注意しながら説明しなさい。 
（ａ）破産手続開始申立てが2006年6月1日（木）になされ、6月22日に開始決定がなされた場合
（ｂ）破産手続開始申立てが2006年7月6日（木）になされ、7月27日に開始決定がなされた場合 

ヒント：破産法162条・166条。否認制度の趣旨についても説明すること
ヒント：162条3項にも言及すること。
メモ：　平成18年度までは下記の問題であった。しかし、採点をしながら、60分2問の問題と
しては、学生に求める記述に比して問題文に現れている論点が少ないことを痛感し、上記のよ
うに改めた。
［L1］2005年に5月初旬に、Ｙは債務の弁済ができなくなって重要書類をもって夜逃げをし
た。翌週、債権者ＸがＹを見つけだして、金銭貸付の時に約束していたＹの別荘を代物弁済
として譲渡することを求め、所有権移転登記を経由した（仮登記はなされていなかったもの
とする）。2006年8月にＹの別の債権者がＹについて破産手続の開始を申し立て、間もなく
破産手続が開始された。破産管財人Ｚは、前記代物弁済を否認することができるか。証明責
任の点に注意しながら説明しなさい。

ヒント：破産法162条・166条。否認制度の趣旨についても説明すること
ヒント：162条3項にも言及すること。

7. ［L1］2005年5月初旬に、Ｙは債務の弁済ができなくなって重要書類をもって夜逃げをした。翌週、
債権者ＸがＹを見つけだして、Ｙの別荘を代物弁済として譲渡することを求めた。Ｙはこれに渋々応
じた。2005年8月に、Ｙについて破産手続が開始された。破産管財人Ｚは、前記代物弁済の事実をＹ
からすぐに聞いて、交渉で解決しようとしたが、だめであった。Ｚは、2007年12月に否認の請求を
した（174条）。請求は認められるか。

ヒント：破産法162条・176条。
ヒント：破産法166条には言及しなくてよい。

8. ［L3］Ｇは、Ｓに対して1億円の債権を有している。Ｇは、Ｓがまだ支払停止をしていないが実のと
ころ支払不能の状態にあることを知り、Ｓ所有の時価1億円の不動産から債権を回収することにし
た。次の2つの方法で債権を回収した場合に、売買契約から1年半が経過してからＳに対する破産手続
開始の申立てがなされ、その申立てに基づき破産手続が開始されたときに、Ｇは債権回収の結果を維
持できるか。 
（１）その不動産により代物弁済を受ける方法 
（２）Ｇがその不動産をＳから1億円で買い受ける売買契約を締結し、その代金債務とＧのＳに対す
る債権とを相殺する方法。 

ヒント：162条・71条（特に1項2号・2項3号）。166条の適用要件を充足しないことにも言
及しておくことが望ましい。 
メモ：［L2］の問題とすべきか［L3］の問題とすべきか迷ったが、小問（２）については、
破産管財人がＧＳ間の不動産売買契約を否認することができるかが問題となり、162条の規定
の趣旨との関係で相応の議論が必要になると判断して［L3］にした。

9. ［L3・類題］　Ｇは、Ｓに対して1億円の債権（α債権）を有している（期限到来済みである）。Ｓ
はＤに対して1億円の債権（β債権）を有している（期限は、下記のＳの破産手続開始時よりも後で
ある）。Ｇは、Ｓがまだ支払停止をしていないが実のところ支払不能の状態にあることを知り、Ｓの
β債権から自己のα債権を回収することにした。下記の3つの方法で債権を回収した場合に、下記の
かっこ内に示した措置がとられた時から1年半後の申立てに基づき開始されたＳの破産手続におい
て、Ｇは債権回収の結果を維持できるか。

　（１）β債権をもって代物弁済する方法（代物弁済契約に基づく債権移転の対抗要件としての通知
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をＳからＤにするとの措置）

　（２）Ｇがβ債権をＳから1億円で買い受ける売買契約を締結し、その代金債務とα債権とを相殺
する方法（売買契約に基づく債権移転の対抗要件としての通知をＳからＤにするとの措置）。

　（３）ＧがＤとの間でβ債権について併存的債務引受契約を締結し、その債務とα債権とを相殺
し、β債権の消滅費用の償還としてＤから1億円を受領する方法（債務引受契約を締結して、その旨
の通知をＳにするとの措置）。

ヒント：結果に違いがあるのであれば、その当否も論ずること。前の問題のヒントも参照。

10. ［L3］Ａ銀行は、取引先であるＢ会社と提携して、Ｂ会社の社員のために無担保の住宅ローンを始め
ることにした。そのローンの利用に当たっては、原則として、Ｂ会社の社員がＡ銀行に預金口座を開
設し、その預金口座を給与の振込用口座とすることが必要であり、かつ、社員の退職金はその口座に
振り込む方法で支払うことが特に合意されていた。ただ、Ａ銀行に開設された預金口座を給与の振込
口座とすることができない場合には、社員がＡ銀行に支払うべき割賦金は、社員の委託に基づきＢ社
がＡ銀行に支払い、社員が退職する場合には、Ｂ社はその旨をＡ銀行に通知し、Ａ銀行は住宅ローン
の未弁済額を計算して退職金の手取額の1/4の範囲で繰上げ弁済を社員に請求することができ、社員は
退職金からその弁済をすることをＢ社に予め委託しておくものとされた。 
　（１）　Ｂ社の社員Ｐがこの制度を利用してＡ銀行に給与振込用の口座を開設して、2000万円を借
り受けた。しかし、5年後に、住宅ローンの残元本額が1200万円まで減少した時点で、Ｐは、自己破
産の申立てをせざるを得なくなり、破産手続開始申立ての翌日に退職し、Ａ銀行にもその旨（破産手
続開始申立てをしたことに伴い退職する旨）を通知した。Ｂ社は、破産手続開始の前日に退職金1200
万円を給与振込用の口座に振り込んだ。破産管財人がＡ銀行にこの1200万円の預金の払戻しを請求し
たところ、住宅ローンの残債権1200万円と相殺すると主張した。破産管財人は、1200万円の払戻し
を受けることができるか。 
　（２）　Ｂ社の社員ＱはＣ銀行に給与振込用の口座を開設していて、それを変更することはできな
いので、弁済委託の方法を選択し、毎月の給料ならびに退職金から所定の弁済金をＡ銀行に支払うこ
とをＢ社に委託し、これを受けてＡ銀行はＱに融資を実行した。しかし、5年後に、住宅ローンの残
元本額が1200万円まで減少した時点で、自己破産の申立てをせざるを得なくなり、破産手続開始申立
ての翌日に退職し、Ａ銀行にもその旨（破産手続開始申立てをしたことに伴い退職する旨）を通知し
た。Ｂ社は、Ｑに支払うべき退職金からＱがＡ銀行に支払うべき金額300万円をＱに委託に基づきＡ
銀行に支払ったが、それはたまたま破産手続開始の前日のことであった。破産管財人は、Ａ銀行にこ
の300万円の返還を請求できるか。

免責免責

1. ［L1］Ｘは、友人の保証人になり、その保証債務800万円の支払に追われているうちに、勤務先の会
社が倒産し、収入が激減し、生活が極めて苦しくなった。数社のクレジットカードを利用して、当座
をしのいだが、妻の出産のために、2月8日に金融業を営むＡ社から50万円借りた。しかし、このまま
では展望が開けないので、2月22日に破産手続開始の申立をした。Ｘは、裁判所に債権者一覧表を提
出したが（20条2項）、それにＡ社の名前・債権額等を記載しなかった。Ａ社は、Ｘの破産に気が付
かなかった。免責許可決定が確定した。免責の効力は、Ａ社に及ぶか。 

ヒント：破産法253条・251条・252条1項7号・248条5項

2. ［L1］ある年の2月8日にＧがＳに200万円貸し付け、Ｈが連帯保証人になった。その年の12月8日に
Ｓが自己破産の申立てをし、裁判所は、破産手続開始決定と同時に破産手続を廃止した。まもなくし
て免責許可決定が確定した。ＧはＨに保証債務の履行を請求できるか。 

ヒント：破産法253条

3. 　２８才のサラリーマンＡは、ある年の１月に友人Ｂに頼まれて、Ｂがサラ金業者から300万円を借
りるにあたって、その保証人となった。Ａは４月に家族とトライブするために、300万円の自動車を
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ローンで買った（そのうち頭金として50万円を現金で支払った）。その直後にＢがサラ金債務を返済
しないため、Ａがそれを無理に弁済させられた。Ａは直ちに自分の自動車ローンの返済が困難にな
り、その返済資金のために自分もサラ金業者数社から借りるjようになった。しかし高金利のため返済
が困難とな借替えを繰り返すうちに債務が雪だるま式に増えた。通常の仕方では債務
を完済できないＡは翌年の４月に、一獲千金を夢見て、サラ金から毎回1０万円を借りて、5回ギャン
ブルをしてみたが、5回とも失敗した（ギャンブルに費やしたのは、合計50万円である）。Ａは弁護
士に相談した結果、5月に自己破産の申立てをすることにした。
　下記の小問に答えなさい。なお、小問（6）と小問（7）（8）とは独立とする。
　（1）個人の破産手続開始原因は何か。それは、株式会社の破産手続開始原因とどう違うか。
　（2）Ａにはローンで買った自動車と退職金債権以外にはめぼしい財産が。自動車は販売業者に所
有権が留保されており、残代金と清算すると、余剰価値はない。Ａが今退職すると、６０万円の退職
金を受け取ることができる。裁判所は、破産手続開始決定をする際に、同時廃止決定をすべきか。同
時廃止とは何か。
　（3）Ａについて破産手続開始決定がなされた。Ａの退職金債権は、破産財団に属するか。属する
として、それは全額か。破産財団とは何かも説明しなさい。
　（４）自動車の売主は自動車に対して、破産法上どのような権利を有するか。
　（５）サラ金業者の一人が、破産手続中にに債務の返済を迫る電話をしできた。Ａは、法律上どの
ように応答するごとができるか。
　（６）Ａは、免責許可の決定がなされることを望んでいる。Ａは、破産手続開始決定が確定した後
に免責許可の申立てをする必要があるか。裁判所は、どのような理由でどのような内容の決定をすべ
きか。下記の小問（7）（8）とは無関係に、自分の判断を述べなさい。
　（７）免責許可決定が確定したとして、この決定により、Ａの債務はどうなるか。Ａは、友人Ｃか
ら破産手続開始決定前に10万円を借りていたが、これを債権者一覧表に記載していなかった。この債
務はどうなるか。
　（８）Ａは、知人Ｄから50万円を借りていて、これは債権者一覧表に記載していた。Ａの兄Ｅは、
Ｄの親友である。Ｅは、弟のＡに、Ｄの債務だけは破産手続開始後に働いて弁済するように迫った
が、Ａは拒んだ。Ｅは、弟の不始末をわびながら、Ｄに50万円を返済した。Ａについて免責許可決定
が確定したとして、Ｄは、この50万円について、Ａに支払を求めることができか。

4. ［L1a］Ｓは、きまじめではあるが、幾分短気な性格であった。仕事がうまくいかないときに、気晴
らしにギャンブルをして儲けた。自分にギャンブルの才能があることを感じた。しかし、所詮は胴元
が儲けるようになっている。Ｓは、自己の才能の証明のためにギャンブルを続け、死んだ親が残して
くれた金を使い果たした。金融業者から借金をして、またギャンブルを続けた。借金だらけになっ
た。それでもギャンブルを続けた。4歳の子供が風邪をこじらせて肺炎になった日にも、病院に連れ
ていく金を稼いでくると言って競馬場に行き、また負けた。その日に子供は死んだ。失ってはいけな
いものを失って、やっと自分の愚かさを自覚した。人生をやり直そうと思い、破産手続の開始を申し
立てた。Ｓは、申立書に上記の事実も正直に書くと共に、「これから真人間になって働きます」と書
いた。債権者である金融業者から、「ギャンブルをして多額の債務を負ったのであるから免責を不許
可にすべきである」との意見が出された。免責は認められるか。 

ヒント：破産法252条、憲法13条・25条
ヒント：結論はどちらでもよい。免責制度の説明（制度の趣旨、免責不許可事由、裁量免責）
と結論の理由付けが適切であるか否かによって採点する。確実な結論を得るために必要である
ならば、適当に事情を付加してもよい。
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